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1 令和 2 年度の地方財政  

（1）令和 2 年度の経済見通しと国の予算  

ア 経済見通しと経済財政運営の基本的態度  

 
「 令 和 2 年 度 の経 済 見 通 しと経 済 財 政 運 営 の基 本 的 態 度 」 は、令 和 元 年 12 月 18 日 閣

議 了 解 、令 和 2 年 1 月 20 日 閣 議 決 定 された。この中 で、以 下 の令 和 元 年 度 の経 済 動 向 、令

和 2 年 度 の経 済 見 通 し及 び令 和 2 年 度 の経 済 財 政 運 営 の基 本 的 態 度 が示 された。 

 

（ア）令和元年度の経済動向  

 
令 和 元 年 度 の我 が国 経 済 は、海 外 経 済 の減 速 等 を背 景 に外 需 が弱 いものの、雇 用 ・ 所 得

環 境 の改 善 等 により、内 需 を中 心 に緩 やかに回 復 している。令 和 元 年 10 月 に実 施 した消 費 税

率 の引 上 げに当 たっては、経 済 の回 復 基 調 に影 響 を及 ぼさないといった観 点 から、軽 減 税 率 制

度 や臨 時 ・ 特 別 の措 置 など各 種 の対 応 策 を実 施 している。 

 

今 後 についても、緩 やかな回 復 が続 くことが期 待 されるものの、消 費 税 率 引 上 げ後 の経 済 動

向 を引 き続 き注 視 するとともに、台 風 等 の被 害 からの復 旧 ・ 復 興 の取 組 を更 に加 速 し、あわせて

米 中 貿 易 摩 擦 など海 外 発 の下 方 リスクによる悪 影 響 に備 える必 要 がある。 

 

こうした中 、政 府 は、「 15 か月 予 算 」 の考 え方 で、災 害 からの復 旧 ・ 復 興 と安 全 ・ 安 心 の確

保 、経 済 の下 振 れリスクを乗 り越 えようとする者 への重 点 支 援 、未 来 への投 資 と東 京 オリンピッ

ク・ パラリンピック後 も見 据 えた経 済 活 力 の維 持 ・ 向 上 を柱 とし策 定 された「 安 心 と成 長 の未 来 を

拓 く総 合 経 済 対 策 」 （ 令 和 元 年 12 月 5 日 閣 議 決 定 ） に基 づき、予 備 費 を含 めた令 和 元 年 度

予 算 、令 和 元 年 度 補 正 予 算 及 び令 和 2 年 度 の臨 時 ・ 特 別 の措 置 を適 切 に組 み合 わせること

により、機 動 的 かつ万 全 の対 策 を講 じ、当 面 の需 要 喚 起 にとどまらず、民 需 主 導 の持 続 的 な経

済 成 長 の実 現 につなげていくこととしている。 

 

物 価 の動 向 をみると、原 油 価 格 の下 落 の影 響 等 により、消 費 者 物 価 （ 総 合 ） は前 年 比 で伸

びが低 下 している。 

 

この結 果 、令 和 元 年 度 の実 質 国 内 総 生 産 （ 実 質 GDP） 成 長 率 は 0.9％ 程 度 、名 目 国 内 総

生 産 （ 名 目 GDP） 成 長 率 は 1.8％ 程 度 と見 込 まれる。また、消 費 者 物 価 （ 総 合 ） は 0.6％ 程 度

の上 昇 と見 込 まれる。 
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（イ）令和 2 年度の経済見通し 

 
令 和 2 年 度 については、安 心 と成 長 の未 来 を拓 く総 合 経 済 対 策 を円 滑 かつ着 実 に実 施 する

など、「 令 和 2 年 度 の経 済 財 政 運 営 の基 本 的 態 度 」 の政 策 効 果 もあいまって、我 が国 経 済 は、

雇 用 ・ 所 得 環 境 の改 善 が続 き、経 済 の好 循 環 が進 展 する中 で、内 需 を中 心 とした景 気 回 復 が

見 込 まれる。 

 

物 価 については、景 気 回 復 により、需 給 が引 き締 まる中 で緩 やかに上 昇 し、デフレ脱 却 に向

け前 進 が見 込 まれる。 

 

この結 果 、令 和 2 年 度 の実 質 GDP 成 長 率 は 1.4％ 程 度 、名 目 GDP 成 長 率 は 2.1％ 程

度 と見 込 まれる。また、消 費 者 物 価 （ 総 合 ） は 0.8％ 程 度 の上 昇 と見 込 まれる。 

 

なお、先 行 きのリスクとして、通 商 問 題 を巡 る動 向 、中 国 経 済 の先 行 き、英 国 の EU 離 脱 、中

東 地 域 を巡 る情 勢 等 の海 外 経 済 の動 向 や金 融 資 本 市 場 の変 動 の影 響 に留 意 する必 要 があ

る。 

 

（ウ）令和 2 年度の経済財政運営の基本的態度  

 
今 後 の経 済 財 政 運 営 に当 たっては、「 経 済 再 生 なくして財 政 健 全 化 なし」 の基 本 方 針 の下 、

デフレ脱 却 ・ 経 済 再 生 と財 政 健 全 化 に一 体 的 に取 り組 み、2020 年 頃 の名 目 GDP600 兆 円

経 済 と 2025 年 度 の財 政 健 全 化 目 標 の達 成 を目 指 す。 

 

安 心 と成 長 の未 来 を拓 く総 合 経 済 対 策 の円 滑 かつ着 実 な実 施 により、自 然 災 害 からの復

旧 ・ 復 興 を加 速 するとともに、経 済 の下 振 れリスクを確 実 に乗 り越 え、我 が国 経 済 の生 産 性 の

向 上 や成 長 力 の強 化 を通 じて民 需 中 心 の持 続 的 な経 済 成 長 の実 現 につなげていく。 

 

潜 在 成 長 率 の引 上 げによる成 長 力 の強 化 を目 指 し、Society 5.0 時 代 に向 けた人 材 ・ 技 術

などへの投 資 やイノベーションを企 業 の現 預 金 も活 用 して喚 起 し、生 産 性 の飛 躍 的 向 上 に取 り

組 む。 

 

また、成 長 と分 配 の好 循 環 の拡 大 に向 け、企 業 収 益 を拡 大 しつつ、下 請 中 小 企 業 の取 引 適

正 化 等 を進 め、賃 上 げの流 れを継 続 して消 費 の拡 大 を図 るとともに、外 需 の取 り込 みを進 める。 

 

さらに、少 子 高 齢 化 に真 正 面 から立 ち向 かい、若 者 も高 齢 者 も女 性 も障 害 や難 病 のある方 も

皆 が生 きがいを持 ち活 躍 できる一 億 総 活 躍 社 会 の実 現 に取 り組 む。このため、希 望 出 生 率
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1.8、介 護 離 職 ゼロ、「 人 づくり革 命 」 及 び「 働 き方 改 革 」 のための対 策 を推 進 しつつ、就 職 氷 河

期 世 代 の人 々の社 会 への参 画 機 会 を拡 大 していく。全 世 代 型 社 会 保 障 の構 築 に向 け、社 会 保

障 全 般 にわたる持 続 可 能 な改 革 を進 める。 

 

加 えて、自 然 災 害 からの復 興 や国 土 強 靱 化 、観 光 ・ 農 林 水 産 業 をはじめとした地 方 創 生 、地

球 温 暖 化 など SDGs への対 応 を含 むグローバル経 済 社 会 との連 携 など重 要 課 題 への取 組 を

行 う。 

 

財 政 健 全 化 に向 けては、新 経 済 ・ 財 政 再 生 計 画 に沿 って着 実 に取 組 を進 め、2025 年 度 の

国 ・ 地 方 を合 わせた基 礎 的 財 政 収 支 （ プライマリーバランス） の黒 字 化 を目 指 す。同 時 に債 務 残

高 対 GDP 比 の安 定 的 な引 下 げを目 指 す。令 和 2 年 度 予 算 については、「 経 済 財 政 運 営 と改

革 の基 本 方 針 2018」 （ 平 成 30 年 6 月 15 日 閣 議 決 定 。以 下 「 骨 太 方 針 2018」 という。） 及

び「 経 済 財 政 運 営 と改 革 の基 本 方 針 2019」 （ 令 和 元 年 6 月 21 日 閣 議 決 定 。以 下 「 骨 太 方

針 2019」 という。） に基 づき、歳 出 改 革 等 に着 実 に取 り組 む。 

 

日 本 銀 行 には、経 済 ・ 物 価 ・ 金 融 情 勢 を踏 まえつつ、2％ の物 価 安 定 目 標 を実 現 することを

期 待 する。 

 

イ 国の予算  

 
「 令 和 2 年 度 予 算 編 成 の基 本 方 針 」 （ 令 和 元 年 12 月 5 日 閣 議 決 定 ） 及 び「 令 和 2 年 度

の経 済 見 通 しと経 済 財 政 運 営 の基 本 的 態 度 」 に基 づいて、令 和 元 年 12 月 20 日 、令 和 2 年

度 一 般 会 計 歳 入 歳 出 概 算 が閣 議 決 定 された。 

 

令 和 2 年 度 予 算 は、以 下 のような基 本 的 な考 え方 により編 成 された。 

 

（ア）令和 2 年度予算の基本的な考え方  

 
a アベノミクスの推 進 により、デフレではない状 況 を作 り出 す中 で、我 が国 経 済 は、長 期 にわたる

回 復 を持 続 させており、GDP は名 目 ・ 実 質 ともに過 去 最 大 規 模 に達 した。また、雇 用 ・ 所 得 環

境 も改 善 し、2000 年 代 半 ばと比 べて景 況 感 の地 域 間 のばらつきも小 さくなっているなど、地 方

における経 済 は厳 しいながらも、好 循 環 の前 向 きな動 きが生 まれ始 めている。 
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b 経 済 の先 行 きについては、緩 やかな回 復 が続 くことが期 待 されるものの、消 費 税 率 引 上 げ後 の

経 済 動 向 を注 視 するとともに、台 風 等 の被 害 からの復 旧 ・ 復 興 の取 組 を更 に加 速 し、あわせて

米 中 貿 易 摩 擦 など海 外 発 の下 方 リスクによる悪 影 響 に備 える必 要 がある。 

 

c 我 が国 財 政 は、国 ・ 地 方 の債 務 残 高 が GDP の 2 倍 程 度 に膨 らみ、なおも更 なる累 増 が見 込

まれ、また、国 債 費 が毎 年 度 の一 般 会 計 歳 出 総 額 の 2 割 以 上 を占 めるなど、引 き続 き、厳 しい

状 況 にある。 

 

d 政 府 は、「 経 済 再 生 なくして財 政 健 全 化 なし」 の基 本 方 針 の下 、デフレ脱 却 ・ 経 済 再 生 と財 政

健 全 化 に一 体 的 に取 り組 み、2020 年 頃 の名 目 GDP600 兆 円 経 済 と 2025 年 度 の財 政 健

全 化 目 標 の達 成 を目 指 す。 

 

e 地 球 環 境 と両 立 した持 続 的 かつ包 摂 的 な経 済 成 長 の実 現 と財 政 健 全 化 の達 成 に向 けて、骨

太 方 針 2019 に基 づき、以 下 の視 点 から取 組 を推 進 する。 

 

潜 在 成 長 率 の引 上 げによる成 長 力 の強 化 を目 指 し、Society 5.0 時 代 に向 けた人 材 ・ 技 術

などへの投 資 やイノベーションを企 業 の現 預 金 も活 用 して喚 起 し、生 産 性 の飛 躍 的 向 上 に取 り

組 む。 

 

また、成 長 と分 配 の好 循 環 の拡 大 に向 け、企 業 収 益 を拡 大 しつつ、下 請 中 小 企 業 の取 引 適

正 化 等 を進 め、賃 上 げの流 れを継 続 して消 費 の拡 大 を図 るとともに、外 需 の取 り込 みを進 める。 

 

さらに、少 子 高 齢 化 に真 正 面 から立 ち向 かい、若 者 も高 齢 者 も女 性 も障 害 や難 病 のある方 も

皆 が生 きがいを持 ち活 躍 できる一 億 総 活 躍 社 会 の実 現 に取 り組 む。このため、希 望 出 生 率

1.8、介 護 離 職 ゼロ、「 人 づくり革 命 」 及 び「 働 き方 改 革 」 のための対 策 を推 進 しつつ、就 職 氷 河

期 世 代 の人 々の社 会 への参 画 機 会 を拡 大 していく。全 世 代 型 社 会 保 障 の構 築 に向 け、社 会 保

障 全 般 にわたる持 続 可 能 な改 革 を進 める。 

 

加 えて、自 然 災 害 からの復 興 や国 土 強 靱 化 、観 光 ・ 農 林 水 産 業 をはじめとした地 方 創 生 、地

球 温 暖 化 など SDGs への対 応 を含 むグローバル経 済 社 会 との連 携 など重 要 課 題 への取 組 を

行 うとともに、昨 今 の国 際 情 勢 を踏 まえ、我 が国 として、外 交 ・ 安 全 保 障 の強 化 に取 り組 む。 

 

f 財 政 健 全 化 に向 けては、新 経 済 ・ 財 政 再 生 計 画 に沿 って着 実 に取 組 を進 め、2025 年 度 の国 ・

地 方 を合 わせた基 礎 的 財 政 収 支 （ プライマリーバランス） の黒 字 化 を目 指 す。同 時 に債 務 残 高

対 GDP 比 の安 定 的 な引 下 げを目 指 す。 
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（イ）令和 2 年度予算編成についての考え方  

 
a 令 和 2 年 度 予 算 編 成 に向 けては、引 き続 き、デフレ脱 却 に向 け、構 造 改 革 はもとより、金 融 政

策 に成 長 指 向 の財 政 政 策 をうまく組 み合 わせることに留 意 する必 要 がある。 

 

財 政 健 全 化 への着 実 な取 組 を進 める一 方 、上 記 の基 本 的 考 え方 に沿 って、賃 上 げの流 れと

消 費 拡 大 の好 循 環 、外 需 の取 り込 み、設 備 投 資 の拡 大 を含 めた需 要 拡 大 に向 けた取 組 や、

Society 5.0 時 代 に向 けた人 材 ・ 技 術 などへの投 資 やイノベーションの促 進 、次 世 代 型 行 政 サ

ービス等 の抜 本 強 化 といった生 産 性 の向 上 に向 けた取 組 など、重 要 な政 策 課 題 への対 応 に必

要 な予 算 措 置 を講 じるなど、メリハリの効 いた予 算 編 成 を目 指 す。 

 

あわせて、「 15 か月 予 算 」 の考 え方 で、災 害 からの復 旧 ・ 復 興 と安 全 ・ 安 心 の確 保 、経 済 の

下 振 れリスクを乗 り越 えようとする者 への重 点 支 援 、未 来 への投 資 と東 京 オリンピック・ パラリン

ピック後 も見 据 えた経 済 活 力 の維 持 ・ 向 上 を柱 とし策 定 された安 心 と成 長 の未 来 を拓 く総 合 経

済 対 策 に基 づき、令 和 元 年 度 補 正 予 算 を新 たに編 成 するとともに、予 備 費 を含 めた令 和 元 年

度 予 算 、令 和 2 年 度 の臨 時 ・ 特 別 の措 置 を適 切 に組 み合 わせることにより、機 動 的 かつ万 全

の対 策 とする。こうした取 組 により、当 面 の需 要 喚 起 にとどまらず、民 需 主 導 の持 続 的 な経 済 成

長 の実 現 につなげていく。 

 

b 東 日 本 大 震 災 、熊 本 地 震 をはじめ、各 地 の災 害 からの復 興 や防 災 対 応 の強 化 を現 場 との連

携 を密 に着 実 に進 める。 

 

令 和 元 年 度 予 備 費 により台 風 等 の被 災 者 の生 活 ・ 生 業 を再 建 するとともに、令 和 元 年 度 補

正 予 算 により切 れ目 のない対 策 を講 じ、復 旧 ・ 復 興 を加 速 する。あわせて、3 年 間 集 中 の防 災 ・

減 災 、国 土 強 靱 化 の緊 急 対 策 を着 実 に実 行 するとともに、台 風 被 害 を踏 まえた課 題 を検 証 し、

水 害 対 策 を中 心 に防 災 ・ 減 災 、国 土 強 靱 化 を更 に強 力 に進 め、インフラ老 朽 化 対 応 を含 め、国

民 の安 全 ・ 安 心 を確 保 する。 

 

c 令 和 2 年 度 予 算 は、骨 太 方 針 2018 及 び骨 太 方 針 2019 に基 づき、経 済 ・ 財 政 一 体 改 革 を

着 実 に推 進 するとともに、引 き続 き、2025 年 度 の財 政 健 全 化 目 標 の達 成 を目 指 し、新 経 済 ・

財 政 再 生 計 画 で定 める目 安 に沿 った予 算 編 成 を行 う。改 革 工 程 表 を十 分 に踏 まえて歳 出 改 革

を着 実 に推 進 するとの基 本 的 考 え方 に立 ち、その取 組 を的 確 に予 算 に反 映 する。 

 

また、予 算 編 成 に当 たっては、我 が国 財 政 の厳 しい状 況 を踏 まえ、引 き続 き、歳 出 全 般 にわ

たり、聖 域 なき徹 底 した見 直 しを推 進 する。地 方 においても、国 の取 組 と基 調 を合 わせ徹 底 した

見 直 しを進 める。 
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d 次 世 代 型 行 政 サービスの実 現 に向 けて、国 が主 導 して国 及 び地 方 自 治 体 等 の情 報 システムや

データの標 準 化 を推 進 する等 デジタル・ ガバメントの早 期 実 現 を図 るとともに、2020 年 3 月 ま

でに行 政 手 続 コストを 2 割 以 上 削 減 し、行 政 手 続 の簡 素 化 ・ 効 率 化 を推 進 する。また、各 府 省

は行 政 事 業 レビューを徹 底 的 に実 施 するとともに EBPM（Evidence-based Policymaking）

を推 進 し、予 算 の質 の向 上 と効 果 検 証 に取 り組 む。 

 

e 新 経 済 ・ 財 政 再 生 計 画 の改 革 工 程 表 を改 定 し、継 続 して取 り組 むべき歳 出 改 革 等 を盛 り込 む

ほか、骨 太 方 針 2019 に盛 り込 まれた主 要 分 野 ごとの重 要 課 題 への対 応 について改 革 工 程 を

具 体 化 する。また、見 える化 、先 進 ・ 優 良 事 例 の全 国 展 開 、インセンティブ改 革 、公 的 サービス

の産 業 化 などの広 く国 民 各 層 の意 識 改 革 や行 動 変 容 に働 きかける取 組 を引 き続 き加 速 ・ 拡 大

する。さらに、政 策 効 果 の高 い歳 出 に転 換 するワイズスペンディングの仕 組 みを強 化 し、民 需 主

導 の持 続 的 な経 済 成 長 の実 現 につながる施 策 を喚 起 する。 

 

このような方 針 に基 づいて編 成 された令 和 2 年 度 一 般 会 計 歳 入 歳 出 概 算 の規 模 は 102 兆

6,580 億 円 で、前 年 度 当 初 予 算 と比 べると 1 兆 2,009 億 円 増 加 （ 1.2％ 増 ） となった。 

 

また、東 日 本 大 震 災 復 興 特 別 会 計 の予 算 規 模 は 2 兆 739 億 円 で、前 年 度 当 初 予 算 と比

べると 608 億 円 減 少 （ 2.8％ 減 ） となった。 

 

財 政 投 融 資 計 画 の規 模 は 13 兆 2,195 億 円 で、前 年 度 計 画 額 と比 べると 1,001 億 円 増

加 （ 0.8％ 増 ） となった。 

 

なお、令 和 2 年 度 当 初 予 算 案 は、令 和 2 年 1 月 20 日 に第 201 回 通 常 国 会 に提 出 され、

3 月 27 日 に成 立 した。 

 

（2）地方財政計画  

令 和 2 年 度 においては、通 常 収 支 分 について、極 めて厳 しい地 方 財 政 の現 状 等 を踏 まえ、

歳 出 面 においては、人 づくり革 命 の実 現 や地 方 創 生 の推 進 、地 域 社 会 の維 持 ・ 再 生 、防 災 ・ 減

災 対 策 等 に対 応 するために必 要 な経 費 を計 上 するとともに、社 会 保 障 関 係 費 の増 加 を適 切 に

反 映 した計 上 を行 う一 方 、国 の取 組 と基 調 を合 わせた歳 出 改 革 を行 うこととした。また、歳 入 面

においては、骨 太 方 針 2018 で示 された「 新 経 済 ・ 財 政 再 生 計 画 」 を踏 まえ、交 付 団 体 をはじめ

地 方 の安 定 的 な財 政 運 営 に必 要 となる地 方 の一 般 財 源 総 額 について、令 和 元 年 度 地 方 財 政

計 画 の水 準 を下 回 らないよう実 質 的 に同 水 準 を確 保 することを基 本 として、引 き続 き生 ずること
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となった大 幅 な財 源 不 足 について、地 方 財 政 の運 営 上 支 障 が生 じないよう適 切 な補 填 措 置 を

講 じることとした。 

 

また、東 日 本 大 震 災 分 については、復 旧 ・ 復 興 事 業 及 び全 国 防 災 事 業 について、通 常 収 支

とはそれぞれ別 枠 で整 理 し、所 要 の事 業 費 及 び財 源 を確 保 することとした。 

 

なお、地 方 財 政 審 議 会 からは、令 和 元 年 6 月 10 日 に「 時 代 を越 えて多 様 な地 域 を支 える

ための地 方 税 財 政 改 革 についての意 見 」 及 び令 和 元 年 12 月 13 日 に「 今 後 目 指 すべき地 方

財 政 の姿 と令 和 2 年 度 の地 方 財 政 への対 応 についての意 見 」 （ 附 属 資 料 参 照 ） が提 出 され

た。 

以 上 を踏 まえ、次 の方 針 に基 づき令 和 2 年 度 の地 方 財 政 計 画 を策 定 した。 

 

ア 通常収支分  
（ ア） 地 方 税 制 については、令 和 2 年 度 地 方 税 制 改 正 では、所 有 者 不 明 土 地 等 に係 る固 定 資 産 税

の課 税 上 の課 題 に対 応 するため、所 有 者 情 報 の円 滑 な把 握 や課 税 の公 平 性 の確 保 の観 点 か

ら、税 制 上 の措 置 を講 じることとしている。また、個 人 住 民 税 における未 婚 のひとり親 に対 する所

得 控 除 の適 用 及 び寡 婦 （ 寡 夫 ） 控 除 の見 直 し並 びに電 気 供 給 業 に係 る法 人 事 業 税 の課 税 方

式 の見 直 しなどの税 制 上 の措 置 を講 じることとしている。 

 

（ イ） 財 源 不 足 見 込 額 については、地 方 財 政 の運 営 に支 障 が生 じることのないよう、次 の措 置 を講 じ

ることとし、所 要 の法 律 改 正 を行 う。 

 

a 地 方 交 付 税 法 第 6 条 の 3 第 2 項 に基 づく制 度 改 正 として、令 和 2 年 度 から令 和 4 年 度 まで

の間 は、令 和 元 年 度 までと同 様 、財 源 不 足 が建 設 地 方 債 （ 財 源 対 策 債 ） の増 発 等 によってもな

お残 る場 合 には、この残 余 を国 と地 方 が折 半 して補 填 することとし、国 負 担 分 については、国 の

一 般 会 計 からの加 算 により、地 方 負 担 分 については、地 方 財 政 法 第 5 条 の特 例 となる地 方 債

（ 臨 時 財 政 対 策 債 ） により補 填 措 置 を講 じる。臨 時 財 政 対 策 債 の元 利 償 還 金 相 当 額 について

は、その全 額 を後 年 度 地 方 交 付 税 の基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

b 令 和 2 年 度 の財 源 不 足 見 込 額 4 兆 5,285 億 円 については、上 記 の考 え方 に基 づき、従 前 と

同 様 の例 により、次 の補 填 措 置 を講 じる。その結 果 、国 と地 方 が折 半 して補 填 すべき額 は生 じ

ないこととなる。 

 

（ a） 建 設 地 方 債 （ 財 源 対 策 債 ） を 7,700 億 円 増 発 する。 
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（ b） 地 方 交 付 税 については、国 の一 般 会 計 加 算 により 5,187 億 円 （ 地 方 交 付 税 法 附 則 第 4 条

の 2 第 1 項 の加 算 額 154 億 円 及 び同 条 第 3 項 の加 算 額 2,533 億 円 並 びに平 成 22 年

12 月 22 日 付 け総 務 ・ 財 務 両 大 臣 覚 書 第 3 項 （ 2） 及 び平 成 28 年 12 月 19 日 付 け総 務 ・

財 務 両 大 臣 覚 書 第 8 項 に定 める令 和 2 年 度 における「 乖 離 是 正 分 加 算 額 」 2,500 億 円 ） 増

額 する。 

 

また、交 付 税 特 別 会 計 剰 余 金 1,000 億 円 を活 用 する。 

 

（ c） 地 方 財 政 法 第 5 条 の特 例 となる地 方 債 （ 臨 時 財 政 対 策 債 ） を 3 兆 1,398 億 円 発 行 する。 

 

c 交 付 税 特 別 会 計 借 入 金 の償 還 については、特 別 会 計 に関 する法 律 附 則 第 4 条 第 1 項 に基

づき、5,000 億 円 の償 還 を実 施 する。 

 

d 上 記 の結 果 、令 和 2 年 度 の地 方 交 付 税 については、16 兆 5,882 億 円 （ 前 年 度 比 4,073 億

円 増 、2.5％ 増 ） を確 保 する。 

 

（ ウ） 地 方 債 については、引 き続 き厳 しい地 方 財 政 の状 況 の下 で、地 方 財 源 の不 足 に対 処 するため

の措 置 を講 じ、また、地 方 団 体 が防 災 ・ 減 災 対 策 、公 共 施 設 等 の適 正 管 理 及 び地 域 の活 性 化

への取 組 等 を着 実 に推 進 できるよう、所 要 の地 方 債 資 金 を確 保 する。 

 

この結 果 、地 方 債 計 画 （ 通 常 収 支 分 ） の規 模 は、11 兆 7,336 億 円 （ 普 通 会 計 分 9 兆

2,783 億 円 、公 営 企 業 会 計 等 分 2 兆 4,553 億 円 ） とする。 

 

（ エ） 人 づくり革 命 の実 現 、地 方 創 生 の推 進 、地 域 社 会 の維 持 ・ 再 生 、防 災 ・ 減 災 対 策 の推 進 、住 民

に身 近 な社 会 資 本 の整 備 、総 合 的 な地 域 福 祉 施 策 の充 実 、農 山 漁 村 地 域 の活 性 化 等 を図 る

こととし、財 源 の重 点 的 配 分 を行 う。 

 

a 地 方 法 人 課 税 の偏 在 是 正 措 置 により生 じる財 源 を活 用 して、地 方 団 体 が地 域 社 会 の維 持 ・ 再

生 に向 けた幅 広 い施 策 に自 主 的 ・ 主 体 的 に取 り組 むため、一 般 行 政 経 費 に新 たに「 地 域 社 会

再 生 事 業 費 」 を 4,200 億 円 計 上 する。 

 

b 「 まち・ ひと・ しごと創 生 事 業 費 」 については、引 き続 き 1 兆 円 （ 前 年 度 同 額 ） 計 上 する。 

 

c 地 方 団 体 が地 方 単 独 事 業 として実 施 する河 川 等 の浚 渫 を推 進 するため、維 持 補 修 費 に新 たに

「 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 」 を 900 億 円 計 上 する。 
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d 災 害 防 止 ・ 国 土 保 全 機 能 強 化 等 の観 点 から、森 林 整 備 を一 層 促 進 するため、地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 の公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金 を活 用 し、交 付 税 特 別 会 計 における譲 与 税 財 源 の借 入

れを行 わないこととした上 で、森 林 環 境 譲 与 税 の譲 与 額 を前 倒 しで増 額 する。 

 

e 投 資 的 経 費 に係 る地 方 単 独 事 業 費 については、防 災 ・ 減 災 対 策 を推 進 するため、「 緊 急 防 災 ・

減 災 事 業 費 」 及 び「 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 」 について対 象 事 業 を拡 充 した上 で、それ

ぞれ 5,000 億 円 （ 前 年 度 同 額 ） 、3,000 億 円 （ 前 年 度 同 額 ） を計 上 することとしており、全 体 で

前 年 度 に比 し 0.1％ 増 額 し、引 き続 き、地 域 の自 立 や活 性 化 につながる基 盤 整 備 を重 点 的 ・

効 率 的 に推 進 する。 

 

f 「 人 づくり革 命 」 として、幼 児 教 育 ・ 保 育 の無 償 化 、待 機 児 童 の解 消 、高 等 教 育 の無 償 化 、介 護

人 材 の処 遇 改 善 に係 る措 置 を講 じることとしており、当 該 措 置 に係 る地 方 負 担 について所 要 の

財 政 措 置 を講 じる。 

 

g 社 会 保 障 ・ 税 一 体 改 革 による「 社 会 保 障 の充 実 」 として、子 ども・ 子 育 て支 援 、医 療 ・ 介 護 サー

ビスの提 供 体 制 改 革 、医 療 ・ 介 護 保 険 制 度 改 革 等 に係 る措 置 を講 じることとしており、当 該 措

置 に係 る地 方 負 担 について所 要 の財 政 措 置 を講 じる。 

 

h 一 般 行 政 経 費 に係 る地 方 単 独 事 業 費 については、社 会 保 障 関 係 費 の増 加 や会 計 年 度 任 用

職 員 制 度 の施 行 に伴 う経 費 の増 加 等 を適 切 に反 映 した計 上 を行 うことにより、財 源 の重 点 的

配 分 を図 るとともに、地 域 において必 要 な行 政 課 題 に対 して適 切 に対 処 する。 

 

i 消 防 力 の充 実 、防 災 ・ 減 災 対 策 等 の推 進 及 び治 安 維 持 対 策 等 住 民 生 活 の安 心 安 全 を確 保 す

るための施 策 に対 し所 要 の財 政 措 置 を講 じる。 

 

j 過 疎 地 域 の自 立 促 進 のための施 策 等 に対 し所 要 の財 政 措 置 を講 じる。 

 

（ オ） 公 営 企 業 の経 営 基 盤 の強 化 を図 るとともに、水 道 、下 水 道 、交 通 、病 院 等 住 民 生 活 に密 接 に

関 連 した社 会 資 本 の整 備 の推 進 、公 立 病 院 における医 療 の提 供 体 制 の整 備 をはじめとする社

会 経 済 情 勢 の変 化 に対 応 した事 業 の展 開 等 を図 るため、経 費 負 担 区 分 等 に基 づき、一 般 会 計

から公 営 企 業 会 計 に対 し所 要 の繰 出 しを行 うこととする。 

 

（ カ） 地 方 行 財 政 運 営 の合 理 化 を図 ることとし、適 正 な定 員 管 理 、事 務 事 業 の見 直 しや民 間 委 託 など

引 き続 き行 財 政 運 営 全 般 にわたる改 革 を推 進 する。 

 

イ 東日本大震災分  
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（ア）復旧・復興事業  

 
a 東 日 本 大 震 災 に係 る復 旧 ・ 復 興 事 業 等 の実 施 のための特 別 の財 政 需 要 等 を考 慮 して交 付 す

ることとしている震 災 復 興 特 別 交 付 税 については、直 轄 ・ 補 助 事 業 に係 る地 方 負 担 分 等 を措 置

するため、3,742 億 円 を確 保 する。また、一 般 財 源 充 当 分 として 86 億 円 を計 上 する。 

 

b 地 方 債 については、復 旧 ・ 復 興 事 業 を円 滑 に推 進 できるよう、所 要 額 についてその全 額 を公 的

資 金 で確 保 する。 

 

この結 果 、地 方 債 計 画 （ 東 日 本 大 震 災 分 ） における復 旧 ・ 復 興 事 業 の規 模 は、24 億 円 （ 普

通 会 計 分 15 億 円 、公 営 企 業 会 計 等 分 9 億 円 ） とする。 

 

c 直 轄 事 業 負 担 金 及 び補 助 事 業 費 、地 方 自 治 法 に基 づく職 員 の派 遣 、投 資 単 独 事 業 等 の地 方

単 独 事 業 費 並 びに地 方 税 法 等 に基 づく特 例 措 置 分 等 の地 方 税 等 の減 収 分 見 合 い歳 出 等 につ

いて所 要 の事 業 費 8,984 億 円 を計 上 する。 

 

（イ）全国防災事業  

 
全 国 防 災 事 業 については、地 方 税 の臨 時 的 な税 制 上 の措 置 （ 平 成 25 年 度 ～ 令 和 5 年

度 ） による地 方 税 の収 入 見 込 額 として 756 億 円 を計 上 するとともに、一 般 財 源 充 当 分 として

335 億 円 を計 上 する。 

 

以 上 のような方 針 に基 づいて策 定 した令 和 2 年 度 の地 方 財 政 計 画 の規 模 は、通 常 収 支 分

は 90 兆 7,397 億 円 で、前 年 度 と比 べると 1 兆 1,467 億 円 増 加 （ 1.3％ 増 ） となり、東 日 本

大 震 災 分 は、復 旧 ・ 復 興 事 業 が 8,984 億 円 で、前 年 度 と比 べると 2,003 億 円 減 少 （ 18.2％

減 ） 、全 国 防 災 事 業 が 1,092 億 円 で、前 年 度 と比 べると 34 億 円 増 加 （ 3.2％ 増 ） となった。 

 

通 常 収 支 分 についてみると、歳 入 では、地 方 税 は 40 兆 9,366 億 円 で、前 年 度 と比 べると

7,733 億 円 増 加 （ 1.9％ 増 ） （ 道 府 県 税 4.0％ 増 、市 町 村 税 0.2％ 増 ） 、地 方 譲 与 税 は 2 兆

6,086 億 円 で、前 年 度 と比 べると 1,037 億 円 減 少 （ 3.8％ 減 ） 、地 方 特 例 交 付 金 は 2,007

億 円 で、前 年 度 （ 子 ども・ 子 育 て支 援 臨 時 交 付 金 を含 む。） と比 べると 2,333 億 円 減 少

（ 53.8％ 減 ） 、地 方 交 付 税 は 16 兆 5,882 億 円 で、前 年 度 と比 べると 4,073 億 円 増 加

（ 2.5％ 増 ） 、国 庫 支 出 金 は 15 兆 2,157 億 円 で、前 年 度 と比 べると 4,983 億 円 増 加 （3.4％

増 ） 、地 方 債 （ 普 通 会 計 分 ） は 9 兆 2,783 億 円 で、前 年 度 と比 べると 1,500 億 円 減 少

（ 1.6％ 減 ） となった。 
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歳 出 では、給 与 関 係 経 費 は 20 兆 2,876 億 円 で、前 年 度 と比 べると 431 億 円 減 少

（ 0.2％ 減 ） となった。なお、地 方 財 政 計 画 における職 員 数 については、2,625 人 の増 とした。一

般 行 政 経 費 は 40 兆 3,717 億 円 で、前 年 度 と比 べると 1 兆 9,520 億 円 増 加 （ 5.1％ 増 ） とな

り、このうち一 般 行 政 経 費 に係 る地 方 単 独 事 業 費 は 14 兆 7,510 億 円 で、前 年 度 （ 重 点 課 題

対 応 分 を含 む。） と比 べると 3,006 億 円 増 加 （ 2.1％ 増 ） となった。公 債 費 は 11 兆 6,979 億

円 で、前 年 度 と比 べると 2,109 億 円 減 少 （ 1.8％ 減 ） 、投 資 的 経 費 は 12 兆 7,614 億 円 で、

前 年 度 と比 べると 2,539 億 円 減 少 （2.0％ 減 ） となった。なお、投 資 的 経 費 に係 る地 方 単 独 事

業 費 は 6 兆 1,137 億 円 で、前 年 度 と比 べると 61 億 円 増 加 （ 0.1％ 増 ） となった。 

 

東 日 本 大 震 災 分 （ 復 旧 ・ 復 興 事 業 ） についてみると、歳 入 では、震 災 復 興 特 別 交 付 税 は

3,742 億 円 で、前 年 度 と比 べると 307 億 円 減 少 （7.6％ 減 ） 、国 庫 支 出 金 は 5,065 億 円 で、

前 年 度 と比 べると 1,703 億 円 減 少 （25.2％ 減 ） などとなった。歳 出 では、一 般 行 政 経 費 は

1,748 億 円 で、前 年 度 と比 べると 674 億 円 減 少 （27.8％ 減 ） 、投 資 的 経 費 は 7,075 億 円

で、前 年 度 と比 べると 1,269 億 円 減 少 （ 15.2％ 減 ） などとなった。 

 

東 日 本 大 震 災 分 （ 全 国 防 災 事 業 ） についてみると、歳 入 では地 方 税 は 756 億 円 で、前 年 度

と比 べると 11 億 円 増 加 （1.5％ 増 ） などとなった。歳 出 では公 債 費 は 1,092 億 円 で、前 年 度 と

比 べると 34 億 円 増 加 （ 3.2％ 増 ） となった。 

 

また、令 和 2 年 度 の地 方 債 計 画 の規 模 は、通 常 収 支 分 が 11 兆 7,336 億 円 （ 普 通 会 計 分

9 兆 2,783 億 円 、公 営 企 業 会 計 等 分 2 兆 4,553 億 円 ） で、前 年 度 と比 べると 2,721 億 円

減 少 （ 2.3％ 減 ） となった。東 日 本 大 震 災 分 は、復 旧 ・ 復 興 事 業 が 24 億 円 （ 普 通 会 計 分 15

億 円 、公 営 企 業 会 計 等 分 9 億 円 ） で、前 年 度 と比 べると 4 億 円 減 少 （ 14.3％ 減 ） となった。 

 

（3）令和 2 年度補正予算及び一般会計の予備費等の使用  

ア 令和 2 年度補正予算（第 1 号）とそれに伴う地方財政措置等  

 

（ア）令和 2 年度補正予算（第 1 号）  

 
令 和 2 年 度 補 正 予 算 （ 第 1 号 ） は、令 和 2 年 4 月 7 日 に閣 議 決 定 の後 、4 月 20 日 に変

更 について閣 議 決 定 、4 月 27 日 に第 201 回 通 常 国 会 に提 出 され、4 月 30 日 に成 立 した。 

 

この補 正 予 算 においては、歳 出 面 で、「 新 型 コロナウイルス感 染 症 緊 急 経 済 対 策 」 （ 令 和 2

年 4 月 7 日 閣 議 決 定 ・ 同 月 20 日 変 更 閣 議 決 定 。以 下 「 緊 急 経 済 対 策 」 という。） を実 施 する
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ための新 型 コロナウイルス感 染 症 緊 急 経 済 対 策 関 係 経 費 25 兆 5,655 億 円 等 が追 加 計 上 さ

れた。また、歳 入 面 で、公 債 金 25 兆 6,914 億 円 （ 建 設 公 債 2 兆 3,290 億 円 の増 額 及 び特

例 公 債 23 兆 3,624 億 円 の増 額 ） が追 加 計 上 された。 

 

この結 果 、一 般 会 計 予 算 の規 模 は、歳 入 歳 出 とも令 和 2 年 度 当 初 予 算 に対 し、25 兆

6,914 億 円 増 加 し、128 兆 3,493 億 円 となった。 

 

（イ）令和 2 年度補正予算（第 1 号）に係る地方財政措置等  

 
緊 急 経 済 対 策 に伴 い、地 方 税 における特 例 措 置 に伴 う減 収 及 びこの補 正 予 算 における歳 出

の追 加 に伴 う地 方 負 担 の増 加 が生 じることから、a 及 び b のとおり措 置 を講 じるとともに、補 正

予 算 において地 方 公 共 団 体 が地 域 の実 情 に応 じてきめ細 やかに必 要 な事 業 を実 施 できるよう c

に掲 げる交 付 金 が創 設 されることとなった。 

 

a 地 方 税 における特 例 措 置 に伴 う減 収 に対 する措 置  

以 下 の措 置 を講 じることとし、所 要 の法 律 改 正 を行 う。 

 

（ a） 地 方 税 の徴 収 の猶 予 制 度 の特 例 に伴 う地 方 債 の発 行  

地 方 税 の徴 収 の猶 予 制 度 の特 例 創 設 に伴 う令 和 2 年 度 の一 時 的 な減 収 に対 応 するため、

地 方 財 政 法 第 5 条 の特 例 債 である資 金 手 当 のための地 方 債 を発 行 することができることとす

る。 

 

（ b） 自 動 車 税 環 境 性 能 割 及 び軽 自 動 車 税 環 境 性 能 割 の臨 時 的 軽 減 の延 長 による減 収 額 の補

填  

自 動 車 税 環 境 性 能 割 及 び軽 自 動 車 税 環 境 性 能 割 の臨 時 的 軽 減 の延 長 による令 和 2 年 度

以 降 の減 収 額 については、自 動 車 税 減 収 補 填 特 例 交 付 金 （ 令 和 2 年 度 の増 額 分 226 億 円 ）

及 び軽 自 動 車 税 減 収 補 填 特 例 交 付 金 （ 令 和 2 年 度 の増 額 分 23 億 円 ） により全 額 国 費 で補

填 する。 

 

（ c） 固 定 資 産 税 及 び都 市 計 画 税 の軽 減 措 置 等 による減 収 額 の補 填  

固 定 資 産 税 及 び都 市 計 画 税 の軽 減 措 置 並 びに固 定 資 産 税 の特 例 措 置 の拡 充 ・ 延 長 による

令 和 3 年 度 以 降 の減 収 額 については、全 額 国 費 で補 填 する。 

 

b 地 方 負 担 の増 加 に対 する措 置  

この補 正 予 算 により令 和 2 年 度 に追 加 されることとなる経 費 に係 る地 方 負 担 については、c

に掲 げる新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 により措 置 する。 
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また、この補 正 予 算 により令 和 2 年 度 に追 加 されることとなる投 資 的 経 費 に係 る地 方 負 担 に

ついては、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 を充 当 しない場 合 には、原 則 と

して、その 100％ まで地 方 債 を充 当 できることとし、後 年 度 における元 利 償 還 金 の 50％ （ 公 立

学 校 情 報 通 信 ネットワーク環 境 施 設 整 備 事 業 については、当 初 における地 方 負 担 額 に対 する

算 入 率 である 60％ ） を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

c 新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 の創 設  

新 型 コロナウイルスの感 染 拡 大 を防 止 するとともに、感 染 拡 大 の影 響 を受 けている地 域 経 済

や住 民 生 活 を支 援 し地 方 創 生 を図 るため、緊 急 経 済 対 策 の全 ての事 項 についての対 応 として、

地 方 公 共 団 体 が地 域 の実 情 に応 じてきめ細 やかに必 要 な事 業 を実 施 できるよう、新 型 コロナウ

イルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 を交 付 することとされる。 

 

また、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 の総 額 は 1 兆 円 とされ、各 地 方

公 共 団 体 への交 付 限 度 額 は、人 口 、新 型 コロナウイルス感 染 症 の感 染 状 況 、国 庫 補 助 事 業 の

地 方 負 担 額 等 に応 じて算 定 される。 

 

新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 の充 当 対 象 は、地 方 公 共 団 体 が策 定

する実 施 計 画 に掲 載 された事 業 （ ソフト事 業 を中 心 とし、それに付 随 するハード事 業 も対 象 とす

る。） のうち地 方 単 独 事 業 の所 要 経 費 と国 庫 補 助 事 業 （ 法 令 に国 の補 助 負 担 割 合 が定 められ

ていないものに限 る。） の地 方 負 担 額 であり、各 地 方 公 共 団 体 の申 請 に基 づいて、交 付 限 度 額

を上 限 として交 付 額 が決 定 される。 

 

イ 令和 2 年度補正予算（第 2 号）等とそれに伴う地方財政措置等  

 

（ア）令和 2 年度補正予算（第 2 号）等  

 
令 和 2 年 度 一 般 会 計 の予 備 費 の使 用 が令 和 2 年 4 月 24 日 に、令 和 2 年 度 補 正 予 算

（ 第 1 号 ） により創 設 された令 和 2 年 度 一 般 会 計 新 型 コロナウイルス感 染 症 対 策 予 備 費 の使

用 が 5 月 26 日 に閣 議 決 定 された。 

 

各 予 備 費 の使 用 額 は、一 般 会 計 の予 備 費 において 260 億 円 、一 般 会 計 新 型 コロナウイル

ス感 染 症 対 策 予 備 費 において 1,839 億 円 が計 上 された。 

 

また、令 和 2 年 度 補 正 予 算 （ 第 2 号 ） は、5 月 27 日 に閣 議 決 定 、6 月 8 日 に第 201 回

通 常 国 会 に提 出 され、6 月 12 日 に成 立 した。 
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この補 正 予 算 においては、歳 出 面 で、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 策 関 係 経 費 31 兆

8,171 億 円 等 が追 加 計 上 された。また、歳 入 面 で、公 債 金 31 兆 9,114 億 円 （ 建 設 公 債 9

兆 2,990 億 円 及 び特 例 公 債 22 兆 6,124 億 円 ） が追 加 計 上 された。 

 

この結 果 、一 般 会 計 予 算 の規 模 は、歳 入 歳 出 とも令 和 2 年 度 補 正 予 算 （ 第 1 号 ） による補

正 後 予 算 に対 し、31 兆 9,114 億 円 増 加 し、160 兆 2,607 億 円 となった。 

 

（イ）令和 2 年度補正予算（第 2 号）等に係る地方財政措置  

 
この予 備 費 の使 用 及 び補 正 予 算 による歳 出 の追 加 に伴 い地 方 負 担 の増 加 が生 じることか

ら、当 該 地 方 負 担 については、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 により措

置 することとした。 

 

また、この補 正 予 算 により令 和 2 年 度 に追 加 されることとなる投 資 的 経 費 に係 る地 方 負 担 に

ついては、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 を充 当 しない場 合 には、原 則 と

して、その 100％ まで地 方 債 を充 当 できることとし、後 年 度 における元 利 償 還 金 の 50％ を公 債

費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 することとした。 

 

（ウ）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額等  

 
この補 正 予 算 においては、新 型 コロナウイルス感 染 症 への地 方 における様 々な対 応 ・ 取 組 を

全 力 で支 援 するため、地 域 の実 情 に応 じて、家 賃 支 援 を含 む事 業 継 続 や雇 用 維 持 等 への対 応

を後 押 しするとともに、新 しい生 活 様 式 を踏 まえた地 域 経 済 の活 性 化 等 への対 応 を図 る観 点 か

ら、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 を 2 兆 円 増 額 することとされた。 

 

このほか、新 型 コロナウイルス感 染 症 緊 急 包 括 支 援 交 付 金 について、補 正 予 算 （ 第 1 号 ） 分

も含 め全 額 国 費 による負 担 とした上 で 2 兆 2,370 億 円 （ 医 療 分 1 兆 6,279 億 円 、介 護 ・ 福

祉 分 6,091 億 円 ） 増 額 するとともに、全 額 国 費 により、雇 用 調 整 助 成 金 の拡 充 等 （ 4,519 億

円 ） 、家 賃 支 援 給 付 金 の創 設 （ 2 兆 242 億 円 ） 等 に係 る事 業 を計 上 することとされた。 

 

ウ 「被災者の生活と生業の再建に向けた対策パッケージ」に基づく予備費の使用とそ

れに伴う地方財政措置  

 

（ア）予備費の使用  
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新 型 コロナウイルス感 染 症 の影 響 下 で発 生 した令 和 2 年 7 月 豪 雨 に対 し、被 災 者 の生 活 と

生 業 の再 建 に向 け、被 災 地 のニーズや地 域 ごとの特 性 を踏 まえつつ、緊 急 に対 応 すべき施 策

が「 被 災 者 の生 活 と生 業 の再 建 に向 けた対 策 パッケージ」 （ 令 和 2 年 7 月 30 日 令 和 2 年 7

月 豪 雨 非 常 災 害 対 策 本 部 会 議 ） として取 りまとめられ、予 備 費 等 を活 用 し速 やかに対 応 を進 め

ていくこととされ、令 和 2 年 度 一 般 会 計 の予 備 費 について、令 和 2 年 7 月 31 日 に 1,017 億

円 の使 用 が閣 議 決 定 された。 

 

（イ）予備費の使用に係る地方財政措置  

 
この予 備 費 の使 用 においては、歳 出 の追 加 に伴 う地 方 負 担 が生 じることから、これに対 しては

以 下 のとおり地 方 財 政 措 置 を講 じることとした。 

 

a 災 害 復 旧 事 業  

（ a） 直 轄 ・ 補 助 事 業 として実 施 する災 害 復 旧 事 業 （ 公 営 企 業 が実 施 するものを除 く。） について、

地 方 負 担 額 の 100％ まで補 助 災 害 復 旧 事 業 債 を充 当 できることとし、後 年 度 における元 利 償

還 金 の 95％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

（ b） 強 い農 業 ・ 担 い手 づくり総 合 支 援 交 付 金 事 業 （ 被 災 産 地 施 設 支 援 対 策 ） 、林 業 ・ 木 材 産 業 成

長 産 業 化 促 進 対 策 交 付 金 事 業 （ 被 災 木 材 加 工 流 通 施 設 等 復 旧 対 策 ） 及 び浜 の活 力 再 生 ・ 成

長 促 進 交 付 金 事 業 （ 被 災 施 設 整 備 対 策 事 業 ） について、地 方 負 担 額 の 100％ まで一 般 単 独

災 害 復 旧 事 業 債 を充 当 できることとし、後 年 度 における元 利 償 還 金 については、地 方 公 共 団 体

の財 政 力 に応 じ、その 47.5～ 85.5％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

（ c） 公 営 企 業 が実 施 する災 害 復 旧 事 業 について、地 方 負 担 額 の 100％ まで地 方 公 営 企 業 災 害

復 旧 事 業 債 を充 当 できることとし、後 年 度 における元 利 償 還 金 については、一 般 会 計 からの繰

出 額 に応 じ、その最 大 50％ までを特 別 交 付 税 により措 置 する。 

 

b 災 害 関 連 事 業  

地 方 負 担 額 の 100％ まで補 正 予 算 債 を充 当 できることとし、後 年 度 における元 利 償 還 金 の

80％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

c 災 害 廃 棄 物 処 理 事 業  

災 害 対 策 債 の発 行 要 件 を満 たす地 方 公 共 団 体 においては、地 方 負 担 額 の 100％ まで地 方

債 を発 行 できることとし、後 年 度 における元 利 償 還 金 の 95％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需

要 額 に算 入 する。また、災 害 対 策 債 の発 行 要 件 を満 たさない地 方 公 共 団 体 においては、地 方

負 担 額 の 95％ を特 別 交 付 税 により措 置 する。 
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d なりわい再 建 支 援 事 業  

地 方 公 共 団 体 が補 助 する経 費 の 2/3 を国 が補 助 する場 合 、災 害 対 策 債 の発 行 要 件 を満 た

す地 方 公 共 団 体 においては、地 方 負 担 額 の 100％ まで地 方 債 を発 行 できることとし、後 年 度 に

おける元 利 償 還 金 の 95％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。また、災 害 対 策

債 の発 行 要 件 を満 たさない地 方 公 共 団 体 においては、地 方 負 担 額 の 95％ を特 別 交 付 税 によ

り措 置 する。 

 

なお、地 方 公 共 団 体 が事 業 者 負 担 に対 して総 事 業 費 の 3/4 以 内 で補 助 する経 費 の 1/2 を

国 が補 助 する場 合 、地 方 負 担 額 の 70％ を特 別 交 付 税 により措 置 する。 

 

e 強 い農 業 ・ 担 い手 づくり総 合 支 援 交 付 金 事 業 （ 被 災 農 業 者 支 援 型 ）  

地 方 公 共 団 体 が事 業 者 負 担 に対 して国 庫 補 助 額 の範 囲 内 で補 助 する場 合 、地 方 負 担 額 の

70％ を特 別 交 付 税 により措 置 する。 

 

f 災 害 援 護 貸 付 金  

資 金 手 当 として地 方 負 担 額 の 100％ まで一 般 事 業 債 を充 当 できることとする。 

 

g 災 害 救 助 費 及 び災 害 弔 慰 金 等  

地 方 負 担 額 については、従 前 と同 様 、所 要 の特 別 交 付 税 措 置 を講 じる。 

 

エ 令和 2 年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費の使用（令和 2 年 8

月 7 日）  

 
令 和 2 年 度 一 般 会 計 新 型 コロナウイルス感 染 症 対 策 予 備 費 について、令 和 2 年 8 月 7 日

に 1 兆 1,257 億 円 の使 用 が閣 議 決 定 された。 

 

この予 備 費 の使 用 による歳 出 の追 加 のうち都 道 府 県 の予 算 に計 上 して経 費 を支 出 する生 活

福 祉 資 金 貸 付 制 度 における緊 急 小 口 資 金 等 の特 例 貸 付 については、全 額 国 費 によることとさ

れ、地 方 負 担 は生 じなかった。 

 

オ 令和 2 年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費等の使用とそれに伴

う地方財政措置  

 

（ア）予備費の使用  
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令 和 2 年 度 一 般 会 計 新 型 コロナウイルス感 染 症 対 策 予 備 費 及 び令 和 2 年 度 一 般 会 計 の

予 備 費 の使 用 が令 和 2 年 9 月 15 日 に閣 議 決 定 された。 

 

各 予 備 費 の使 用 額 は、一 般 会 計 新 型 コロナウイルス感 染 症 対 策 予 備 費 において 1 兆

6,386 億 円 、一 般 会 計 の予 備 費 において 315 億 円 が計 上 された。 

 

（イ）一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費の使用に係る地方財政措置  
この予 備 費 の使 用 による歳 出 の追 加 に伴 い地 方 負 担 の増 加 が生 じることから、当 該 地 方 負

担 については、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 により措 置 することとした。 

 

（ウ）一般会計の予備費の使用に係る地方財政措置  

 
この予 備 費 の使 用 による歳 出 の追 加 に伴 い地 方 負 担 の増 加 が生 じることから、当 該 地 方 負

担 については、以 下 のとおり地 方 財 政 措 置 を講 じることとした。 

 

a 災 害 復 旧 事 業  

地 方 負 担 額 の 100％ まで補 助 災 害 復 旧 事 業 債 を充 当 できることとし、後 年 度 における元 利

償 還 金 の 95％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

b 災 害 関 連 事 業  

地 方 負 担 額 の 100％ まで補 正 予 算 債 を充 当 できることとし、後 年 度 における元 利 償 還 金 の

80％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

カ 令和 2 年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費の使用（令和 2 年

12 月 11 日）  

 
令 和 2 年 度 一 般 会 計 新 型 コロナウイルス感 染 症 対 策 予 備 費 について、令 和 2 年 12 月 11

日 に 3,856 億 円 の使 用 が閣 議 決 定 された。 

 

この予 備 費 の使 用 による歳 出 の追 加 のうち地 方 公 共 団 体 の予 算 に計 上 して経 費 を支 出 する

ひとり親 世 帯 臨 時 特 別 給 付 金 給 付 事 業 については、全 額 国 費 によることとされ、地 方 負 担 は生

じなかった。 

 

キ 令和 2 年度補正予算（第 3 号）とそれに伴う地方財政措置等  

（ア）令和 2 年度補正予算（第 3 号）  
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令 和 2 年 度 補 正 予 算 （ 第 3 号 ） は、令 和 2 年 12 月 15 日 に閣 議 決 定 、令 和 3 年 1 月

18 日 に第 204 回 通 常 国 会 に提 出 され、1 月 28 日 に成 立 した。 

 

この補 正 予 算 においては、歳 出 面 で、新 型 コロナウイルス感 染 症 の拡 大 防 止 策 4 兆 3,581

億 円 、ポストコロナに向 けた経 済 構 造 の転 換 ・ 好 循 環 の実 現 11 兆 6,766 億 円 、防 災 ・ 減 災 、

国 土 強 靱 化 の推 進 など安 全 ・ 安 心 の確 保 3 兆 1,414 億 円 等 が計 上 されたほか、既 定 経 費 の

減 額 4 兆 1,963 億 円 等 の修 正 減 少 額 が計 上 された。また、歳 入 面 で、税 収 が 8 兆 3,880

億 円 減 額 計 上 された一 方 、税 外 収 入 7,297 億 円 、公 債 金 22 兆 3,950 億 円 （ 建 設 公 債 3

兆 8,580 億 円 及 び特 例 公 債 18 兆 5,370 億 円 ） 等 が追 加 計 上 された。 

 

この結 果 、一 般 会 計 予 算 の規 模 は、歳 入 歳 出 とも令 和 2 年 度 補 正 予 算 （ 第 2 号 ） による補

正 後 予 算 に対 し、15 兆 4,271 億 円 増 加 し、175 兆 6,878 億 円 となった。 

 

（イ）令和 2 年度補正予算（第 3 号）に係る地方財政措置  

 
この補 正 予 算 においては、国 税 の減 額 補 正 に伴 い地 方 交 付 税 が減 額 されるとともに、歳 出 の

追 加 に伴 う地 方 負 担 の増 加 が生 じること等 から、以 下 のとおり措 置 を講 じることとした。 

 

a 地 方 交 付 税  

この補 正 予 算 においては、令 和 2 年 度 の国 税 の減 収 に伴 い地 方 交 付 税 が 2 兆 6,339 億

円 の減 額 となったところであるが、これについては、令 和 2 年 度 当 初 における地 方 財 政 対 策 に

準 じ、以 下 のとおり措 置 することとし、この結 果 、令 和 2 年 度 当 初 予 算 の地 方 交 付 税 の総 額 を

確 保 する。 

 

（ a） 地 方 交 付 税 の減 2 兆 6,339 億 円 については、全 額 を国 の一 般 会 計 からの加 算 により措 置

する。 

 

（ b） （a） の加 算 のうち国 負 担 分 8,651 億 円 については、臨 時 財 政 対 策 特 例 加 算 とすることとし、

地 方 負 担 分 1 兆 7,688 億 円 については、臨 時 財 政 対 策 債 を発 行 することに代 えて措 置 するも

のであることを踏 まえ、後 年 度 精 算 する。 

 

また、令 和 2 年 度 当 初 に行 うこととしていた交 付 税 特 別 会 計 借 入 金 の償 還 については、当

該 償 還 予 定 額 から国 の一 般 会 計 からの加 算 により償 還 財 源 を確 保 した分 を控 除 した額

（ 2,500 億 円 ） の償 還 を繰 り延 べるとともに、当 該 額 を令 和 3 年 度 当 初 の地 方 交 付 税 の総 額

に加 算 することができることとする。 
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以 上 の措 置 を講 じるため、「 地 方 交 付 税 法 等 の一 部 を改 正 する法 律 案 」 を第 204 回 通 常 国

会 に提 出 し、令 和 3 年 1 月 28 日 に成 立 した（ 令 和 3 年 法 律 第 3 号 ） 。 

 

b 追 加 の財 政 需 要  

この補 正 予 算 においては、歳 出 の追 加 に伴 う地 方 負 担 が生 じることから、これに対 しては以

下 のとおり地 方 財 政 措 置 を講 じる。 

 

（ a） 新 型 コロナウイルス感 染 症 の拡 大 防 止 策 に係 る事 業  

この補 正 予 算 による歳 出 の追 加 のうち、新 型 コロナウイルス感 染 症 の拡 大 防 止 策 として実 施

する事 業 に係 る地 方 負 担 については、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 に

より措 置 する。また、投 資 的 経 費 に係 る地 方 負 担 については、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応

地 方 創 生 臨 時 交 付 金 を充 当 しない場 合 には、原 則 として、その 100％ まで地 方 債 を充 当 できる

こととし、後 年 度 における元 利 償 還 金 の 50％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 す

る。 

 

（ b） ポストコロナに向 けた経 済 構 造 の転 換 ・ 好 循 環 の実 現 に係 る事 業  

この補 正 予 算 による歳 出 の追 加 のうち、ポストコロナに向 けた経 済 構 造 の転 換 ・ 好 循 環 の実

現 として実 施 する事 業 に係 る地 方 負 担 については、投 資 的 経 費 を除 き、新 型 コロナウイルス感

染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 により措 置 する。 

 

また、投 資 的 経 費 に係 る地 方 負 担 については、原 則 として、その 100％ まで地 方 債 を充 当 で

きることとし、後 年 度 における元 利 償 還 金 の 50％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入

する。 

 

（ c） 上 記 （ a） （ b） 以 外 の事 業  

この補 正 予 算 による歳 出 の追 加 のうち、上 記 （ a） （ b） 以 外 の事 業 に係 る地 方 負 担 について

は、以 下 のとおり措 置 する。 

 

<1>投 資 的 経 費 に係 る地 方 負 担 については、原 則 として、その 100％ まで地 方 債 を充 当 できるこ

ととし、以 下 に掲 げるものを除 き、後 年 度 における元 利 償 還 金 の 50％ を公 債 費 方 式 により基 準

財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

I 災 害 復 旧 事 業 債  

（ I） 補 助 災 害 復 旧 事 業 債  

補 助 災 害 復 旧 事 業 債 の後 年 度 における元 利 償 還 金 については、その 95％ を公 債 費 方 式 に

より基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 
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（ II） 災 害 対 策 債  

i なりわい再 建 支 援 事 業 （ 地 方 公 共 団 体 が補 助 する経 費 の 2/3 を国 が補 助 する場 合 ） 及 び令 和

2 年 7 月 豪 雨 による災 害 の災 害 廃 棄 物 処 理 事 業 に係 る災 害 対 策 債 の後 年 度 における元 利 償

還 金 については、その 95％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

なお、災 害 対 策 債 の発 行 要 件 を満 たさない地 方 公 共 団 体 については、地 方 負 担 額 の 95％

を特 別 交 付 税 により措 置 する。 

 

ii 上 記 i 以 外 の事 業  

災 害 廃 棄 物 処 理 事 業 については、地 方 負 担 額 の 80％ を特 別 交 付 税 により措 置 した上 で、

残 余 について、災 害 対 策 債 の発 行 要 件 を満 たす地 方 公 共 団 体 においては、災 害 対 策 債 の後 年

度 における元 利 償 還 金 の 57％ を特 別 交 付 税 により措 置 する。 

 

（ III） 一 般 単 独 災 害 復 旧 事 業 債  

一 般 単 独 災 害 復 旧 事 業 債 の後 年 度 における元 利 償 還 金 については、地 方 公 共 団 体 の財 政

力 に応 じ、その 47.5％ ～85.5％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 する。 

 

II 令 和 2 年 7 月 豪 雨 への対 応 に伴 う投 資 的 経 費 （ 災 害 復 旧 事 業 を除 く） に係 る補 正 予 算 債  

令 和 2 年 7 月 豪 雨 への対 応 に伴 う投 資 的 経 費 （ 災 害 復 旧 事 業 を除 く） に係 る補 正 予 算 債

の後 年 度 における元 利 償 還 金 については、その 80％ を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に

算 入 する。 

 

III 公 営 企 業 債  

当 初 における一 般 会 計 からの繰 出 額 の一 部 に対 する算 定 と同 様 の方 式 により措 置 する。 

 

<2>地 方 債 の対 象 とならない経 費 については、地 方 財 政 計 画 に計 上 された追 加 財 政 需 要 額

（ 4,200 億 円 ） の一 部 により対 応 する。 

 

（ウ）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額等  
この補 正 予 算 においては、新 型 コロナウイルス感 染 拡 大 を防 止 するとともに、デジタル化 をは

じめとするポストコロナに向 けた経 済 構 造 の転 換 と地 域 における民 需 主 導 の好 循 環 を実 現 し、

地 方 創 生 を図 るため、地 方 公 共 団 体 が地 域 の実 情 に応 じてきめ細 やかに必 要 な事 業 を実 施 で

きるよう、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 を 1.5 兆 円 （ うち地 方 単 独 分

1.0 兆 円 、即 時 対 応 分 0.2 兆 円 ） 増 額 することとされた。 
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このほか、全 額 国 費 により、新 型 コロナウイルス感 染 症 緊 急 包 括 支 援 交 付 金 の増 額 （1 兆

3,011 億 円 （ 医 療 分 1 兆 1,763 億 円 、介 護 ・ 福 祉 分 1,248 億 円 ） ） 、生 活 福 祉 資 金 貸 付 制

度 における緊 急 小 口 資 金 等 の特 例 貸 付 の増 額 （ 4,199 億 円 ） 及 び新 型 コロナウイルスワクチ

ンの接 種 体 制 の整 備 ・ 接 種 の実 施 （ 5,736 億 円 ） 等 に係 る事 業 を計 上 することとされた。 

 

（エ）地方税等の減収に対する措置  

 
令 和 2 年 度 の地 方 税 等 については、新 型 コロナウイルス感 染 症 の影 響 により、地 方 消 費 税

（ 地 方 消 費 税 交 付 金 を含 む。） 、不 動 産 取 得 税 、道 府 県 たばこ税 、ゴルフ場 利 用 税 （ ゴルフ場 利

用 税 交 付 金 を含 む。） 、軽 油 引 取 税 （ 軽 油 引 取 税 交 付 金 を含 む。） 、市 町 村 たばこ税 （ 市 町 村

たばこ税 都 道 府 県 交 付 金 を含 む。） 、地 方 揮 発 油 譲 与 税 及 び航 空 機 燃 料 譲 与 税 について景 気

変 動 による通 常 の増 減 収 を超 えた大 幅 な減 収 が生 じる見 込 みであり、これらの地 方 税 等 の減 収

に対 し、減 収 補 填 債 を発 行 可 能 とするよう、地 方 交 付 税 法 等 の一 部 を改 正 する法 律 の中 で、地

方 財 政 法 第 5 条 の特 例 を設 けた。 

 

なお、当 該 減 収 補 填 債 の後 年 度 における元 利 償 還 金 については、その 75％ （ 地 方 消 費 税

引 上 げ分 、地 方 消 費 税 交 付 金 引 上 げ分 、地 方 揮 発 油 譲 与 税 及 び航 空 機 燃 料 譲 与 税 について

は 100％ ） を公 債 費 方 式 により基 準 財 政 需 要 額 に算 入 することとした。 

 

また、減 収 補 填 債 の資 金 については、市 町 村 （ 指 定 都 市 を除 く。） に対 して原 則 としてその全

額 に公 的 資 金 を配 分 することとした。さらに、減 収 補 填 債 の対 象 とならない地 方 税 等 や使 用 料 ・

手 数 料 の減 収 及 び減 免 額 について、建 設 事 業 費 への充 当 可 能 額 の範 囲 内 で資 金 手 当 のため

の地 方 債 を発 行 可 能 とするよう、令 和 2 年 度 地 方 債 同 意 等 基 準 を改 正 することとした。 

 

ク 令和 2 年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費の使用（令和 2 年

12 月 25 日）  

 
令 和 2 年 度 一 般 会 計 新 型 コロナウイルス感 染 症 対 策 予 備 費 について、令 和 2 年 12 月 25

日 に 4,862 億 円 の使 用 が閣 議 決 定 された。 

 

この予 備 費 の使 用 においては、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 （ 協 力

要 請 推 進 枠 ） を 2,169 億 円 増 額 することとされた。 

 

ケ 令和 2 年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費の使用（令和 3 年 1

月 15 日）  
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令 和 2 年 度 一 般 会 計 新 型 コロナウイルス感 染 症 対 策 予 備 費 について、令 和 3 年 1 月 15

日 に 7,418 億 円 の使 用 が閣 議 決 定 された。 

 

この予 備 費 の使 用 においては、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 （ 協 力

要 請 推 進 枠 ） を 7,418 億 円 増 額 することとされた。 

 

コ 令和 2 年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費の使用（令和 3 年 2

月 9 日）  

 
令 和 2 年 度 一 般 会 計 新 型 コロナウイルス感 染 症 対 策 予 備 費 について、令 和 3 年 2 月 9 日

に 1 兆 1,372 億 円 の使 用 が閣 議 決 定 された。 

 

この予 備 費 の使 用 においては、新 型 コロナウイルス感 染 症 対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 （ 協 力

要 請 推 進 枠 及 び即 時 対 応 特 定 経 費 分 ） を 8,802 億 円 増 額 することとされた。 

 

サ 令和 2 年度一般会計の予備費の使用とそれに伴う地方財政措置  

 
令 和 3 年 福 島 県 沖 を震 源 とする地 震 に対 し、東 日 本 大 震 災 の被 災 地 である地 域 のニーズ

や特 性 を踏 まえつつ、被 災 者 の生 活 と生 業 の再 建 に向 け、緊 急 に対 応 すべき施 策 を取 りまと

め、速 やかに対 応 を進 めていくこととされ、令 和 2 年 度 一 般 会 計 の予 備 費 について、令 和 3 年

2 月 26 日 に 31 億 円 の使 用 が閣 議 決 定 された。 

 

この予 備 費 の使 用 により追 加 される中 小 企 業 等 グループ施 設 等 復 旧 整 備 補 助 事 業 （ なりわ

い再 建 支 援 事 業 ） については、地 方 負 担 額 の 95％ を特 別 交 付 税 により措 置 することとした。 

 

（4）地方公共団体の予算  

令 和 2 年 度 の地 方 公 共 団 体 の普 通 会 計 予 算 の総 額 （ 都 道 府 県 及 び市 町 村 （ 一 部 事 務 組

合 等 を除 く。） の単 純 合 計 ） は、前 年 度 と比 べると当 初 予 算 では 1.2％ 増 、9 月 補 正 後 予 算 で

は 25.3％ 増 となっている。 

 

主 な内 訳 をみると、歳 入 では、 

 地 方 税 が当 初 予 算 では 0.9％ 増 、9 月 補 正 後 予 算 では 0.6％ 増  

 地 方 譲 与 税 が当 初 予 算 では 5.3％ 減 、9 月 補 正 後 予 算 では 6.5％ 減  
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 地 方 交 付 税 が当 初 予 算 では 3.0％ 増 、9 月 補 正 後 予 算 では 2.4％ 増  

 国 庫 支 出 金 が当 初 予 算 では 2.6％ 増 、9 月 補 正 後 予 算 では 124.0％ 増  

 地 方 債 が当 初 予 算 では 0.8％ 増 、9 月 補 正 後 予 算 では 3.5％ 増  

となっている。一 方 、歳 出 では、 

 人 件 費 が当 初 予 算 では 3.7％ 増 、9 月 補 正 後 予 算 では 4.0％ 増  

 物 件 費 が当 初 予 算 では 2.9％ 減 、9 月 補 正 後 予 算 では 11.6％ 増  

 扶 助 費 が当 初 予 算 では 2.9％ 増 、9 月 補 正 後 予 算 では 4.5％ 増  

 補 助 費 等 が当 初 予 算 では 6.6％ 増 、9 月 補 正 後 予 算 では 98.6％ 増  

 普 通 建 設 事 業 費 が当 初 予 算 では 1.6％ 減 、9 月 補 正 後 予 算 では 0.2％ 減  

 災 害 復 旧 事 業 費 が当 初 予 算 では 7.8％ 減 、9 月 補 正 後 予 算 では 25.3％ 増  

となっている。 

詳 細 は第 45 表 のとおりとなっている。 
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（5）公営企業等に関する財政措置  

ア 公営企業  

 

（ア）通常収支分  

 
公 営 企 業 については、経 営 基 盤 の強 化 を図 るとともに、水 道 、下 水 道 、交 通 、病 院 等 住 民 生

活 に密 接 に関 連 した社 会 資 本 の整 備 の推 進 、公 立 病 院 における医 療 の提 供 体 制 の整 備 をは

じめとする社 会 経 済 情 勢 の変 化 に対 応 した事 業 の展 開 等 を図 る必 要 がある。 

 

このため、令 和 2 年 度 においては、次 のような措 置 を講 じることとした。 

 

公 営 企 業 会 計 と一 般 会 計 との間 における経 費 負 担 区 分 の原 則 等 に基 づく公 営 企 業 繰 出 金

については、地 方 財 政 計 画 において 2 兆 4,942 億 円 （ 前 年 度 2 兆 5,394 億 円 ） を計 上 す

る。 

 

公 営 企 業 の建 設 改 良 等 に要 する地 方 債 については、地 方 債 計 画 において公 営 企 業 会 計 等

分 2 兆 4,553 億 円 （ 前 年 度 2 兆 5,774 億 円 ） を計 上 する。 

 

各 事 業 における地 方 財 政 措 置 のうち主 なものは以 下 のとおりである。 

 

a 公 営 企 業 を取 り巻 く経 営 環 境 が厳 しさを増 すことを踏 まえ、経 営 戦 略 の策 定 ・ 改 定 や抜 本 的 な

改 革 等 の取 組 を通 じ、経 営 基 盤 の強 化 と財 政 マネジメントの向 上 を図 るため、経 営 戦 略 の策

定 ・ 改 定 に要 する経 費 については、令 和 2 年 度 までを期 限 として特 別 交 付 税 措 置 を講 じる。こ

の措 置 においては、水 道 事 業 及 び下 水 道 事 業 の広 域 化 等 の調 査 ・ 検 討 に要 する経 費 につい

て、当 該 特 別 交 付 税 措 置 の対 象 とした上 で、上 限 額 を引 き上 げる。なお、水 道 事 業 における高

料 金 対 策 及 び下 水 道 事 業 における高 資 本 費 対 策 に係 る地 方 交 付 税 措 置 並 びに水 道 管 路 耐

震 化 事 業 に係 る地 方 財 政 措 置 については、経 営 戦 略 を策 定 していることを要 件 としている。 

 

b 公 営 企 業 会 計 の更 なる適 用 の推 進 について、重 点 事 業 としている下 水 道 事 業 及 び簡 易 水 道

事 業 について、人 口 3 万 人 未 満 の地 方 公 共 団 体 においても令 和 5 年 度 までに公 営 企 業 会 計

に移 行 するなど、公 営 企 業 会 計 の適 用 が円 滑 に実 施 されるよう、適 用 に要 する経 費 や、市 町 村

に対 して都 道 府 県 が行 う支 援 に要 する経 費 について、引 き続 き地 方 財 政 措 置 を講 じる。 

 

c 水 道 事 業 については、多 様 な広 域 化 を推 進 するため、「 水 道 広 域 化 推 進 プラン」 の策 定 に要 す

る経 費 や、広 域 化 に伴 う施 設 の整 備 費 等 について、引 き続 き地 方 財 政 措 置 を講 じる。 
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また、上 水 道 事 業 の旧 簡 易 水 道 区 域 における施 設 整 備 や、土 砂 流 入 防 止 壁 、防 水 扉 等 の

整 備 に要 する経 費 について、所 要 の地 方 財 政 措 置 を講 じる。 

 

d 下 水 道 事 業 については、「 広 域 化 ・ 共 同 化 計 画 」 の策 定 に要 する経 費 や、広 域 化 ・ 共 同 化 に伴

う施 設 の整 備 費 等 について、引 き続 き地 方 財 政 措 置 を講 じる。 

 

e 病 院 事 業 については、引 き続 き、再 編 ・ ネットワーク化 に伴 う施 設 ・ 設 備 の整 備 費 等 について地

方 財 政 措 置 を講 じるほか、不 採 算 医 療 ・ 特 殊 医 療 等 に対 しても地 方 交 付 税 措 置 を講 じる。 

 

また、地 域 医 療 構 想 の更 なる推 進 に向 け、過 疎 地 等 で経 営 の厳 しい地 域 において、二 次 救

急 や災 害 時 等 の拠 点 となる不 採 算 地 区 の中 核 的 な公 立 病 院 に対 し、その機 能 を維 持 するため

の繰 出 しに対 して新 たに特 別 交 付 税 措 置 を講 じるなど、地 方 交 付 税 措 置 について所 要 の見 直

しを行 う。 

 

（イ）東日本大震災分  

 
公 営 企 業 に係 る復 旧 ・ 復 興 事 業 については、一 般 会 計 から公 営 企 業 会 計 への繰 出 基 準 の

特 例 を設 け、一 般 会 計 から公 営 企 業 会 計 に対 し所 要 の繰 出 しを行 うこととし、当 該 繰 出 金 に対

しては、その全 額 （ 復 興 事 業 のうち東 日 本 大 震 災 復 興 交 付 金 （ 効 果 促 進 事 業 ） は 95％ ） を震

災 復 興 特 別 交 付 税 により措 置 することとしており、地 方 財 政 計 画 において 15 億 円 を計 上 する。

また、復 旧 ・ 復 興 事 業 に係 る地 方 債 については、地 方 債 計 画 において公 営 企 業 会 計 等 分 9 億

円 を計 上 する。 

 

イ 国民健康保険事業  

 
国 民 健 康 保 険 制 度 については、「 持 続 可 能 な医 療 保 険 制 度 を構 築 するための国 民 健 康 保

険 法 等 の一 部 を改 正 する法 律 」 （ 平 成 27 年 法 律 第 31 号 ） に基 づき、平 成 30 年 度 から都 道

府 県 が国 民 健 康 保 険 の財 政 運 営 の責 任 主 体 となったが、国 民 健 康 保 険 事 業 の厳 しい財 政 状

況 に配 意 し、財 政 基 盤 の強 化 のための支 援 措 置 を次 のとおり講 じることとした。 

 

（ ア） 都 道 府 県 が、都 道 府 県 内 の市 町 村 の財 政 の状 況 その他 の事 情 に応 じた財 政 調 整 を行 うため、

国 民 健 康 保 険 法 （ 昭 和 33 年 法 律 第 192 号 ） 第 72 条 の 2 に基 づき、一 般 会 計 から当 該 都

道 府 県 の国 民 健 康 保 険 に関 する特 別 会 計 に繰 り入 れられる都 道 府 県 繰 入 金 （ 給 付 費 等 の

9％ 分 ） については、その所 要 額 （ 6,423 億 円 ） について地 方 交 付 税 措 置 を講 じる。 
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（ イ） 国 保 被 保 険 者 の保 険 料 負 担 の緩 和 を図 る観 点 から、市 町 村 （ 一 部 事 務 組 合 等 を除 く。） が保 険

料 軽 減 相 当 額 に応 じて、一 般 会 計 から国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 への繰 入 れを行 う際 に、当 該 費

用 に対 し、都 道 府 県 が一 部 （ 都 道 府 県 3/4、市 町 村 1/4） を負 担 することとし、その所 要 額

（ 4,400 億 円 ） について地 方 交 付 税 措 置 を講 じる。 

 

（ ウ） 低 所 得 者 を多 く抱 える保 険 者 を支 援 する観 点 から、市 町 村 （ 一 部 事 務 組 合 等 を除 く。） が低 所

得 者 数 に応 じて、一 般 会 計 から国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 への繰 入 れを行 う際 に、当 該 費 用

（ 2,579 億 円 ） に対 し、国 及 び都 道 府 県 が一 部 （ 国 1/2、都 道 府 県 1/4、市 町 村 1/4） を負 担

することとし、地 方 負 担 （1,290 億 円 ） について地 方 交 付 税 措 置 を講 じる。 

 

（ エ） 高 額 医 療 費 負 担 金 （3,767 億 円 ） については、都 道 府 県 国 保 に対 し、国 及 び都 道 府 県 が一 部

（ 国 1/4、都 道 府 県 1/4、都 道 府 県 国 保 1/2） を負 担 することとし、地 方 負 担 （942 億 円 ） につ

いて地 方 交 付 税 措 置 を講 じる。 

 

（ オ） 国 保 財 政 安 定 化 支 援 事 業 については、国 保 財 政 の健 全 化 に向 けた市 町 村 一 般 会 計 から国 民

健 康 保 険 特 別 会 計 への繰 入 れについて、所 要 の地 方 交 付 税 措 置 （ 1,000 億 円 ） を講 じる。 

 

（ カ） 国 民 生 活 の質 の維 持 ・ 向 上 を確 保 しつつ、医 療 費 の適 正 化 を図 ることを目 的 として、40 歳 から

74 歳 までの国 保 被 保 険 者 に対 して糖 尿 病 等 の予 防 に着 目 した健 診 及 び保 健 指 導 を行 うた

め、特 定 健 康 診 査 ・ 保 健 指 導 事 業 （ 517 億 円 ） に対 して、国 及 び都 道 府 県 が一 部 （ 国 1/3、都

道 府 県 1/3、都 道 府 県 国 保 1/3） を負 担 することとし、地 方 負 担 （172 億 円 ） について地 方 交

付 税 措 置 を講 じる。 

 

ウ 後期高齢者医療制度  

 
後 期 高 齢 者 医 療 制 度 については、実 施 主 体 である広 域 連 合 の財 政 基 盤 の強 化 のための支

援 措 置 を次 のとおり講 じることとした。 

 

（ ア） 保 険 料 軽 減 制 度 については、低 所 得 者 に対 する配 慮 として、後 期 高 齢 者 の被 保 険 者 の保 険 料

負 担 の緩 和 を図 る（ 均 等 割 2 割 ・ 5 割 ・ 7 割 軽 減 ） ため、都 道 府 県 及 び市 町 村 が負 担 （ 都 道 府

県 3/4、市 町 村 1/4） することとし、その所 要 額 （3,058 億 円 ） について地 方 交 付 税 措 置 を講 じ

る。 
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（ イ） 高 額 医 療 費 負 担 金 （3,476 億 円 ） については、広 域 連 合 の拠 出 金 に対 し、国 及 び都 道 府 県 が

一 部 （ 国 1/4、都 道 府 県 1/4、広 域 連 合 1/2） を負 担 することとし、地 方 負 担 （869 億 円 ） につ

いて地 方 交 付 税 措 置 を講 じる。 

 

（ ウ） 財 政 安 定 化 基 金 については、保 険 料 未 納 や給 付 増 リスク等 による後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 の

財 政 影 響 に対 応 するため、都 道 府 県 に基 金 を設 置 しその拠 出 金 （193 億 円 ） に対 して国 及 び

都 道 府 県 が一 部 （ 国 1/3、都 道 府 県 1/3、広 域 連 合 1/3） を負 担 することとし、地 方 負 担 （64

億 円 ） について地 方 交 付 税 措 置 を講 じる。 

 

（ エ） 実 施 主 体 である広 域 連 合 に対 する市 町 村 分 担 金 、市 町 村 の事 務 経 費 及 び都 道 府 県 の後 期 高

齢 者 医 療 審 査 会 関 係 経 費 等 について所 要 の地 方 交 付 税 措 置 を講 じる。 

 

（6）個別団体における財政健全化  

地 方 公 共 団 体 の財 政 状 況 について、令 和 元 年 度 決 算 における経 常 収 支 比 率 は、社 会 保 障

関 係 費 に係 る補 助 費 等 及 び扶 助 費 が増 加 したこと等 により、前 年 度 （ 93.0％ ） と比 べて 0.4 ポ

イント上 昇 の 93.4％ となっている。近 年 は、経 常 収 支 比 率 が 90％ 台 の高 い水 準 で推 移 してい

るほか、普 通 会 計 が負 担 すべき借 入 金 残 高 も累 積 しているなど、依 然 として厳 しい財 政 状 況 と

なっている。 

 

各 地 方 公 共 団 体 においては、このような状 況 を踏 まえて、地 方 税 等 の徴 収 対 策 、使 用 料 ・ 手

数 料 の適 正 化 、未 利 用 財 産 の売 払 いなどの歳 入 確 保 や、事 務 事 業 の見 直 し、組 織 ・ 機 構 の簡

素 効 率 化 、外 郭 団 体 の統 廃 合 等 、定 員 管 理 ・ 給 与 の適 正 化 、民 間 委 託 等 の推 進 、他 の地 方

公 共 団 体 との連 携 、公 共 施 設 の最 適 化 などの自 主 的 な行 財 政 改 革 に取 り組 んでいる。 

 

令 和 元 年 度 決 算 に基 づく健 全 化 判 断 比 率 による早 期 健 全 化 基 準 以 上 の団 体 は、財 政 再 生

団 体 の北 海 道 夕 張 市 のみとなっている。北 海 道 夕 張 市 では、市 民 生 活 に直 結 したサービスを維

持 しながら、早 期 の財 政 の再 生 に向 けた最 大 限 の取 組 を行 っており、固 定 資 産 税 ・ 軽 自 動 車 税

の超 過 課 税 や各 種 使 用 料 ・ 手 数 料 の引 上 げなど、住 民 負 担 の増 加 を伴 う取 組 等 による徹 底 し

た歳 入 確 保 と、職 員 数 の削 減 や職 員 給 与 の見 直 しなど、行 政 のスリム化 等 による徹 底 した歳 出

削 減 により、財 政 状 況 の改 善 を図 っている。なお、夕 張 市 において、引 き続 き財 政 の再 生 に努 め

つつ、財 政 再 生 計 画 の終 了 後 も持 続 的 に存 立 ・ 発 展 していけるよう、認 定 こども園 の整 備 や市

立 診 療 所 等 の移 転 改 築 など地 域 の再 生 に資 する事 業 の追 加 等 の内 容 を盛 り込 んだ財 政 再 生

計 画 の見 直 しに対 し平 成 29 年 3 月 に総 務 大 臣 が同 意 を行 ったところであり、当 該 計 画 に基 づ

き財 政 再 建 と地 域 再 生 の両 立 に向 けた取 組 を行 っている。 
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また、令 和 元 年 度 決 算 における資 金 不 足 比 率 が経 営 健 全 化 基 準 以 上 の公 営 企 業 は 5 会

計 であるが、これらの公 営 企 業 では定 期 的 な料 金 改 定 の実 施 等 により収 入 増 加 を図 るととも

に、職 員 数 の削 減 や維 持 管 理 経 費 の削 減 等 により積 極 的 な支 出 の削 減 を図 っているほか、収

益 の増 加 や経 費 の節 減 等 により資 金 不 足 額 の減 少 を図 ることとしている。 
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       区分
 年度  歳出総額  一般行政経費  歳出総額  一般歳出

昭和30 1.6 ― △ 0.8 △ 2.9
31 6.4 ― 4.4 4.8
32 9.7 ― 9.9 9.7
33 7.9 ― 15.4 11.6
34 7.8 ― 8.2 9.2
35 15.3 13.3 10.6 12.9
36 24.4 21.4 24.4 23.8
37 19.5 20.8 24.3 22.5
38 15.3 16.2 17.4 14.9
39 19.2 21.3 14.2 18.0
40 15.1 15.1 12.4 12.8
41 14.5 11.9 17.9 20.4
42 15.4 18.4 14.8 12.0
43 17.5 22.3 17.5 14.9
44 18.5 11.4 15.8 13.3
45 18.9 18.1 18.0 16.9
46 19.6 19.6 18.4 17.4
47 20.9 18.9 21.8 25.2
48 23.8 24.2 24.6 22.5
49 19.4 24.0 19.7 19.0
50 24.1 25.0 24.5 23.2
51 17.2 14.3 14.1 18.8
52 14.2 14.1 17.4 14.5
53 19.1 19.4 20.3 19.2
54 13.0 11.7 12.6 13.9
55 7.3 7.8 10.3 5.1
56 7.0 6.8 9.9 4.3
57 5.6 4.8 6.2 1.8
58 0.9 △ 1.5 1.4 △ 0.0
59 1.7 1.4 0.5 △ 0.1
60 4.6 3.8 3.7 △ 0.0
61 4.6 4.6 3.0 △ 0.0
62 2.9 1.8 0.0 △ 0.0
63 6.3 3.0 4.8 1.2

平成元 8.6 6.4 6.6 3.3
2 7.0 4.5 9.6 3.8
3 5.6 7.6 6.2 4.7
4 4.9 8.1 2.7 4.5
5 2.8 6.3 0.2 3.1
6 5.9 1.3 1.0 2.3
7 2.0 4.4 △ 2.9 3.1
8 3.4 4.1 5.8 2.4
9 2.1 2.7 3.0 1.5
10 0.0 2.9 0.4 △ 1.3
11 1.6 4.2 5.4 5.3
12 0.5 2.3 3.8 2.6
13 0.4 4.5 △ 2.7 1.2
14 △ 1.9 1.0 △ 1.7 △ 2.3
15 △ 1.5 1.1 0.7 0.1
16 △ 1.8 4.1 0.4 0.1
17 △ 1.1 5.7 0.1 △ 0.7
18 △ 0.7 8.2 △ 3.0 △ 1.9
19 △ 0.0 4.0 4.0 1.3
20 0.3 1.4 0.2 0.7
21 △ 1.0 2.7 6.6 9.4
22 △ 0.5 8.0 4.2 3.3
23 0.5 4.7 0.1 △ 0.1
24 △ 0.8 1.0 △ 2.2 △ 3.5
25 0.1 2.2 2.5 2.9
26 1.8 4.4 3.5 3.2
27 2.3 5.5 0.5 0.4
28 0.6 2.1 0.4 0.8
29 1.0 2.1 0.8 0.9
30 0.3 1.3 0.3 0.9

令和元 3.1 3.7 3.8 5.2
2 1.3 5.1 1.2 2.5

地方財政計画及び国の一般会計予算の伸び率の推移（当初ベ－ス）

※平成23年度から27年度までの国の一般会計予算・一般歳出欄は、基礎的財政収支対象経費の伸び率を記載している。

※平成24年度以降地方財政計画の数値は、通常収支分のものである。

   地方財政計画  　国の一般会計予算
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東京都市町村決算規模の推移
      （単位：千円、％）

年度  歳　　入  歳　　出 年度  歳　　入  歳　　出 

      

２６ 2,666,695 14 2,607,213 19 ６１ 783,318,308 7.9 758,811,170 7.4

２７ 3,119,565 17.0 3,085,808 18.4 ６２ 860,403,187 9.8 831,096,927 9.5

２８ 4,229,434 35.6 4,033,877 30.7 ６３ 943,419,806 9.6 915,136,929 10.1

２９ 4,683,942 10.7 4,734,112 17.4  平成元 1,052,131,733 11.5 1,023,930,480 11.9

３０ 4,883,504 4.3 4,957,427 4.7 ２ 1,166,659,652 10.9 1,135,915,861 10.9

３１ 5,478,216 12.2 5,253,600 6.0 ３ 1,213,031,210 4.0 1,186,017,510 4.4

３２ 6,529,572 19.2 6,045,561 15.1 ４ 1,308,770,015 7.9 1,279,784,071 7.9

３３ 7,715,424 18.2 7,177,120 18.7 ５ 1,321,966,414 1.0 1,293,873,008 1.1

３４ 8,939,603 15.9 8,487,205 18.3 ６ 1,287,026,687 △ 2.6 1,256,549,566 △ 2.9

３５ 11,002,202 23.1 10,361,093 22.1 ７ 1,317,867,328 2.4 1,289,754,858 2.6

３６ 14,216,375 29.2 13,392,760 29.3 ８ 1,333,629,694 1.2 1,306,120,703 1.3

３７ 18,401,375 29.4 17,279,335 29.0 ９ 1,331,533,391 △ 0.2 1,306,753,639 0.0

３８ 22,570,277 22.7 21,475,635 24.3 １０ 1,325,697,121 △ 0.4 1,285,906,479 △ 1.6

３９ 28,585,520 26.7 27,398,556 27.6 １１ 1,351,322,366 1.9 1,324,684,695 3.0

４０ 35,395,309 23.8 33,600,188 22.6 １２ 1,290,452,473 △ 4.5 1,258,366,335 △ 5.0

４１ 43,775,543 23.7 42,232,783 25.7 １３ 1,304,202,796 1.1 1,269,844,481 0.9

４２ 51,782,172 18.3 49,690,789 17.7 １４ 1,286,203,385 △ 1.4 1,261,569,738 △ 0.7

４３ 62,535,841 20.8 59,519,082 19.8 １５ 1,267,707,391 △ 1.4 1,240,437,077 △ 1.7

４４ 82,755,799 32.3 78,157,847 31.3 １６ 1,281,965,092 1.1 1,252,358,087 1.0
 

４５ 106,244,187 28.4 101,825,392 30.3 １７ 1,285,902,300 0.3 1,254,251,198 0.2
 

４６ 140,006,897 31.8 136,082,392 33.6 １８ 1,316,343,961 2.4 1,279,578,945 2.0
 

４７ 172,793,365 23.4 167,535,463 23.1 １９ 1,347,001,552 2.3 1,313,542,819 2.7
 

４８ 233,889,079 35.4 226,335,866 35.1 ２０ 1,402,252,037 4.1 1,317,801,510 0.3
 

４９ 307,000,896 31.3 300,429,502 32.7 ２１ 1,476,385,341 5.3 1,430,863,385 8.6
 

５０ 337,553,068 10.0 330,548,239 10.0 ２２ 1,509,336,246 2.2 1,470,364,581 2.8

５１ 365,830,279 8.4 356,430,761 7.8 ２３ 1,509,841,674 0.0 1,465,147,905 △ 0.4

５２ 412,913,918 12.9 404,418,117 13.5 ２４ 1,508,328,836 △ 0.1 1,464,870,331 △ 0.0

５３ 471,465,515 14.2 460,008,046 13.7 ２５ 1,520,500,716 0.8 1,469,265,616 0.3

５４ 509,051,705 8.0 494,901,192 7.6 ２６ 1,575,847,694 3.60 1,528,697,708 4.0

５５ 555,604,112 9.1 542,858,527 9.7 ２７ 1,624,112,618 3.1 1,567,662,706 2.50

５６ 607,155,110 9.3 594,969,512 9.6 ２８ 1,632,104,181 0.5 1,584,526,724 1.1

５７ 649,955,956 7.0 633,228,562 6.4 ２９ 1,654,627,024 1.4 1,600,531,933 1.0

５８ 680,493,260 4.7 660,961,459 4.4 ３０ 1,660,825,385 0.4 1,610,359,554 0.6

５９ 706,367,755 3.8 688,578,927 4.2  令和元 1,706,855,935 2.8 1,655,437,635 2.8

６０ 725,853,189 2.8 706,270,799 2.6 ２ 2,238,729,443 31.2 2,163,737,825 30.7

２  　東 京 都 市 町 村 決 算 規 模 の 推 移 等

増減率 増減率 増減率 増減率
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令和２年度　市町村普通会計決算

地方税

33.4%

地方譲与税

0.3%

地方交付税

2.6%

地方特例交付金

0.2%

一般財源その他

4.9%

国庫支出金

35.5%

都支出金

12.2%

地方債

3.7%

繰越金

2.2%

諸収入

1.2%
特定財源

その他

3.8%

歳 入

歳入総額
2兆2,387億

29百万円

人件費

11.1%

扶助費

24.1%

公債費

3.8%

普通建設事業費

7.7%

物件費

13.2%

補助費等

29.5%

繰出金

7.0%

積立金

2.6%

その他

1.1%

歳 出

歳出総額
2兆1,637億
38百万円
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94.0 

97.5 
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88.3 

87.3 

92.4 

92.9 

91.6 

92.1 

89.7 

90.2 

98.3 

93.4 

93.1 

96.2 

91.0 

94.8 

91.9 

91.3 

92.4 

85.1 

99.1 

89.4 

84.2 

87.8 

85.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0

(市平均)

西東京市

あきる野市

羽 村 市

稲 城 市

多 摩 市

武蔵村山市

東久留米市

清 瀬 市

東大和市

狛 江 市

福 生 市

国 立 市

国分寺市

東村山市

日 野 市

小 平 市

小金井市

町 田 市

調 布 市

昭 島 市

府 中 市

青 梅 市

三 鷹 市

武蔵野市

立 川 市

八王子市

令和２年度 経常収支比率 【 市 】

人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 その他

％
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89.4 

72.7 
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91.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0

（市町村平均）

（町村平均）

小笠原村

青ヶ島村

八 丈 町

御蔵島村

三 宅 村

神津島村

新 島 村

利 島 村

大 島 町

奥多摩町

檜 原 村

日の出町

瑞 穂 町

人件費 扶助費公債費 物件費 補助費等 その他

令和２年度 経常収支比率 【 町村 】
％
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３ 主な用語の説明  本資料における主な用語については次のとおりである。 

 

○地方公共団体関係 

１ 都市 狭義には、市のうち地方自治法による指定を受けた政令指定都市等（政令指定都市、

中核市及び特例市）以外のものをいう。令和２年度末現在、東京都内の市は、八王子市を除き、

この「都市」に分類される。 

２ 一部事務組合 都道府県、市町村及び特別区が、その事務の一部を共同処理するために設け

る団体（特別地方公共団体）のこと。 

 

○決算統計基本用語 

１ 地方財政状況調査 総務省が毎年度行う地方財政に関する統計調査。この調査結果は、国会

に報告され、「地方財政の状況」（地方財政白書）として公表される。 

２ 普通会計 地方公共団体における地方公営事業会計以外の会計で、一般会計のほか、特別会

計のうち地方公営事業会計に係るもの以外のものの純計額。個々の地方公共団体ごとに各会計

の範囲が異なっているため、財政状況の統一的な掌握及び比較が困難であることから、地方財

政統計上便宜的に用いられる会計区分。普通会計としてとりまとめる統計及びこの集計結果を

通常、決算統計と称する。 

３ 地方公営事業会計 地方公共団体の経営する公営企業、国民健康保険事業、後期高齢者医療

事業、介護保険事業、収益事業、交通災害共済事業等に係る会計の総称 

４ 決算額 本資料においては、特に断りのない限り、都内各市町村の普通会計決算額の合計額

（市町村決算額）を指す。 

５ 形式収支 歳入決算額から歳出決算額を差し引いた歳入歳出差引額 

６ 実質収支 当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額を見るもので、形式収支から、

翌年度以降に繰り越すべき継続費逓次繰越(継続費の毎年度の執行残額を継続 終年度まで逓

次繰り越すこと。)、繰越明許費繰越(歳出予算の経費のうち、その性質上又は予算成立後の事

由等により年度内に支出を終わらない見込みのものを、予算の定めるところにより翌年度に繰

り越すこと。)等の財源を控除した額 

７ 単年度収支 実質収支は前年度以前からの収支の累積であるので、その影響を控除した単年

度の収支のこと。具体的には、当該年度における実質収支から前年度の実質収支を差し引いた

額 

８ 実質単年度収支 単年度収支から、実質的な黒字要素(財政調整基金への積立額及び地方債

の繰上償還額)を加え、赤字要素(財政調整基金の取崩し額)を差し引いた額 

 

○歳入関係 

１ 一般財源 通常、地方税、地方譲与税、地方特例交付金及び地方交付税の合計額を指す。市

町村においては、これらのほか、都道府県から交付を受ける利子割交付金、配当割交付金、株

式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、自

動車環境性能割交付金及び法人事業税交付金を加算した額をいう。 

２ 一般財源等 一般財源のほか、目的が特定されていない寄付金など、一般財源と同様に財源

の使途が特定されず、どのような経費にも使用できる財源を合わせたもの。 

３ 地方譲与税 国税として徴収し、そのまま地方公共団体に対して譲与する税。地方公共団体

の財源とされているものについて、課税の便宜その他の事情から、徴収事務を国が代行してい

る。地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、自動車重量譲与税等がある。 

４ 地方特例交付金 個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体

の減収を補塡するために交付される減収補塡特例交付金をいう。 

５ 地方交付税 地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ、地方行

政の計画的な運営を保障するために、国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ
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税のそれぞれの一定割合及び地方法人税の全額を、国が地方公共団体に対して交付する税。地

方交付税には、普通交付税と災害等特別の事情に応じて交付する特別交付税とがある。普通交

付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、その差額(財源不足

額)を基本として交付される。 

６ 基準財政需要額 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が、合理的かつ妥当

な水準における行政を行い、又は施設を維持するための財政需要を算定するものであり、各行

政項目ごとに、次の算式により算出される。 

 

単位費用       ×測定単位    ×補正係数 

(測定単位１当たり費用) (人口・面積等)  (寒冷補正等) 

 

７ 基準財政収入額 普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測

定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入を一定の方法によって算定する

ものであり、次の算式により算出される。 

(市町村の場合)   標準的な地方税収入×100分の75＋地方譲与税等 

８ 国庫支出金 国と地方公共団体の経費負担区分に基づき、国が地方公共団体に対して支出す

る負担金、委託費、特定の施策の奨励又は財政援助のための補助金等をいう。 

９ 都(道府県)支出金 都(道府県)の市町村に対する支出金。都(道府県)が自らの施策として単

独で市町村に交付する支出金と、都(道府県)が国庫支出金を経費の全部又は一部として交付

する支出金とがある。 

10 財源対策債 昭和51年度以降、地方財源不足額を補てんするために発行された建設地方債 

11 減収補塡債 地方税の収入額が標準税収入額を下回る場合、その減収を補うために発行する

地方債。地方財政法（昭和23年法律第109号）第５条に規定する建設地方債として発行され

るものと、建設地方債を発行してもなお適正な財政運営を行うにつき必要とされる財源に不足

を生ずると認められる場合に、地方財政法第５条の特例として発行される特例分がある。 

12 減税補塡債 恒久的な減税等による地方公共団体の減収額を埋めるために、地方財政法第５

条の特例として発行する地方債。税の振り替わりとしての性格を持つものであり、一般財源と

同様に普通建設事業以外の経費にも充当できる。平成19年度地方債計画において皆減となっ

た。 

13 臨時財政対策債 地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられ

る地方財政法第５条の特例として発行される地方債。令和２年度から４年度の間に係る特例と

されており、臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の

基準財政需要額に算入することとされている。 

14 猶予特例債 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた地方税法の改正により、地方税の

徴収猶予の特例制度が設けられたことに伴い、地方公共団体に生じる一時的な減収を埋めるた

め、猶予相当額について発行する地方債。 

 

○歳出関係 

１ 目的別歳出 行政目的に着目した歳出の分類。地方公共団体の経費は、その行政目的によっ

て、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、教育費、

公債費等に大別することができる。 

２ 性質別歳出 経費の経済的性質に着目した歳出の分類であり、義務的経費、投資的経費及び

その他の経費に大別することができる。 

３ 義務的経費 地方公共団体の歳出のうち、任意に削減できない極めて硬直性が強い経費をい

う。職員給等の人件費、生活保護等の扶助費及び地方債の元利償還金等の公債費からなって

いる。 

４ 投資的経費 道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設など社会資本の整備に要する経

費であり、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費から構成されている。 
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５ 補助事業 地方公共団体が国から負担金又は補助金を受けて実施する事業 

６ 単独事業 地方公共団体が国からの補助等を受けずに、独自の経費で任意に実施する事業 

７ 国直轄事業 国が、道路、河川、砂防、港湾等の建設事業及びこれらの施設の災害復旧事業

を自ら行う事業。事業の範囲は、それぞれの法律で規定されている。国直轄事業負担金は、

法令の規定により、地方公共団体が国直轄事業の経費の一部を負担するものである。 

 

○財政分析指標 

１ 経常収支比率 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助

費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費(経常的経費)に充当された一般財源等の

額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源等(経常一般財源

等)、減収補塡債特例分、猶予特例債及び臨時財政対策債の合計額に占める割合 

２ 公債費負担比率  地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一

つで、公債費に充当された一般財源等の一般財源等総額に対する割合 

３ 実質収支比率 実質収支の標準財政規模に対する割合 

４ 財政力指数 地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除し

て得た数値の直近３か年度の平均値 

５ 標準財政規模 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規

模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額を加算した額 

 

○地方財政計画等  

１ 地方財政計画 内閣が作成する、翌年度の地方公共団体の歳入歳出総額の見込額に関する書

類のこと。地方財政計画には、①地方交付税制度とのかかわりにおいての地方財源の保障を行

う、②地方財政と国家財政・国民経済等との調整を行う、③個々の地方公共団体の行財政運営

の指針となる、という役割がある。 

２ 地方債計画 地方財政法第５条の３第11項に規定する同意等を行う地方債の予定額の総額

等を示した年度計画 

３ 債務負担行為 数年度にわたる建設工事、土地の購入等翌年度以降の経費支出や、債務保証

又は損失補償のように債務不履行等の一定の事実が発生したときの支出を予定するなどの、将

来の財政支出を約束する行為。地方自治法で予算の一部を構成することと規定されている。 

４ 基金 条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又

は定額の資金を運用するために設けられる資金又は財産をいう。その性質・目的から、積立基

金（財産を維持し、又は資金を積み立てるための基金）と定額運用基金（定額の資金を運用す

るための基金）とに分類することができる。 

５ 財政調整基金 積立基金のうち、地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するも

の 

６ 減債基金  積立基金のうち、地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設

けられるもの 

７ 特定目的基金 積立基金のうち、財政調整基金、減債基金の目的以外の特定の目的のために

財産を維持し、資金を積み立てるために設置される基金 

- 491 -


	Ⅳ　参考資料
	１　令和2年度の地方財政計画等
	２  東京都市町村決算規模の推移等
	公表資料（東京都市町村普通会計決算）
	公表資料（都内区市町村等の健全化判断比率等）

	３　主な用語の説明




